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〔本稿の目的〕 
現在、我が国において、収益の認識基準が転換点を迎えている。我が国では収益認識に関す
る包括的な会計基準は存在しないが、昭和２４年７月９日に設定された企業会計原則において、
収益の認識は実現主義によることが示されている。その後、企業会計においては、取引の複雑
化や、投資家の意思決定に有用な情報を提供すべく、実現概念が拡張してゆき、それに対応す
べく、平成１８年１２月に企業会計基準委員会において「討議資料「財務会計の概念フレーム
ワーク」」が公表され、収益について、「投資のリスクからの解放」という概念が新たに定義さ
れた。 
 また、企業会計のコンバージェンスにともない、我が国の会計基準の国際化が進む中、平成
２２年６月に国際会計基準審議会と米国財務会計基準審議会が共同で、公開草案「顧客との契
約から生じる収益」を公表した。そして、平成２３年上半期中に新たな収益認識基準を公表す
ることを予定している。これにより、新たな収益認識基準が、欧米で適用された場合、我が国
も収益認識についてそれに従うことが予想される。 
一方、法人税法においては、昭和４２年の法人税法の改正において設けられた、法人税法２
２条４項において、収益等の額は「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算
されるものとする」規定されている。この規定は、税制の簡素化を図り、税法と企業会計との
調和を図るために設けられたものと解されている。しかし、法人税法においては、一部の取引
を除き、収益の認識基準について明確な定義がないため、実務上は、国税庁が公表している法
令解釈通達である法人税基本通達に従っているといえる。 
企業会計と法人税法の両者の関係については、近年の企業会計のコンバージェンスに伴う改
正により、法人税法は税法独自の観点から、企業会計と乖離するものもある一方、企業会計と
の調和を図るような改正もみられる。収益の認識基準についても企業会計の動向に対し、どの
ような対応を図るかが問題となっている。 
本論文では、現状の企業会計と法人税法の問題を確認し、両者の対応の在り方を検討する。
その中でも、企業会計上も、課税所得計算上も非常に重要である収益認識のタイミングについ
て、現在における会計上の収益の認識基準と法人税の収益の認識がどのように対応し、どの部
分で異なっているのか、また、新たな収益の認識基準が導入された場合、法人税法はどのよう
に対応すべきであるか、両者の調整の在り方について検証することとする。 
 
〔本稿の内容〕 
 本稿の論文構成と各章における論旨は、次のとおりである。 
 
序章 
 本章では、まず現行の企業会計における収益認識基準と法人税法上の収益認識基準について
概括した。また近年の企業会計における会計基準のコンバージェンスの動向や、収益認識基準
をとりまく海外の動向について述べ、法人税法とそれらの間に存在する問題点を確認した。 
 
第１章 企業会計における収益認識の現状 
本章では、まず、かつて法人税の調整が図られていたといわれる、企業会計原則における収
益認識基準と、近年において、企業会計基準委員会によって公表された、企業会計基準の収益
の認識について、その内容を明らかにした。また、現行の企業会計に概念的基礎を与える討議
資料「企業会計の概念フレームワーク」についての収益の考え方をまとめるとともに、国際財
務報告基準における現行の収益認識基準と、平成２２年６月に国際会計基準審議会と米国財務
会計基準審議会が共同で公表した、公開草案「顧客との契約から生じる収益」についてその内
容を明らかにし、企業会計の収益認識基準について網羅的に検討した。 
 
第２章 法人税法上の収益認識の現状 
本章では、収益について検討する前に、まず法人税法において、所得概念について検討をし、
その後、法人税法の収益認識について、根拠となる条文の内容や、趣旨等を明らかにした。ま
た、税務実務上、重要となる法人税基本通達を中心にし、現状において取引ごとにどのような
収益認識がなされているか検討した。具体的には、棚卸資産、固定資産、有価証券、請負契約
について、その内容を検討し、各取引について収益の認識基準を判断するうえで重要となる判
例についても、考察した。 
 
第３章 企業会計基準の動向に対する法人税法の論点 
本章では、まず、企業会計原則上と法人税法の関係について、トライアングル体制といわれ
た、企業会計、商法、法人税法の調整が図られたことに対するメリットと、そこからもたらさ
れるデメリットについて検討した。また、収益の認識について、企業会計と法人税法の両者を
つなぐ「実現主義」についてその意味内容をもう一度検討し、企業会計上の解釈が拡大する傾
向にある、実現概念が、法人税法において適用されるにあたって問題となる点を確認した。ま
た、企業会計基準委員会において公表された「工事契約に関する会計基準」について、法人税
法において税制改正により企業会計と歩調を合わせた改正が行われていることを確認した。 
そして、３節において、会計基準のコンバージェンスが制度会計にどのような問題をもたら
すか検討した。そして、その問題は、会社法や法人税法に大きく影響し、我が国に２５０万社
あるといわれる中小企業の会計について、国内の会計基準をどのように整備していくか、現在
問題引き起こしていることを確認した。また、収益の認識基準については、収益認識の原則と
特則である工事契約について、第１章及び第２章で考察した内容を受けて、会計基準上と法人
税の収益認識基準がどのような点において異なり、問題が生じるか考察した。 
 
第４章 企業会計基準の動向に対する法人税法の収益認識のあり方 
本章では、まず、第３章において確認した、企業会計と法人税法の収益認識について、両者
の収益認識基準の差異や、両者の関係について、問題点を挙げ、現行の収益認識基準と国際財
務報告基準における収益認識基準について、それぞれに、法人税法はどのように対応すべきか
考察した。国際財務報告基準において見直されている、収益認識基準については、我が国の商
慣行を損なわないような会計基準の構築と実務上の対応が望ましいとし、企業会計と法人税法
の対応を考える際には、租税法の考え方の背景にある租税政策の在り方や、租税原則の意味内
容をもう一度検討することが必要であると指摘した。 
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凡例 
 
本稿において引用している法令等の略語は、次による。 
法法・・・・・・・・・法人税法 
法令・・・・・・・・・法人税法施行令 
法基通・・・・・・・・法人税基本通達 
民・・・・・・・・・・民法 
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判時・・・・・・・・・判例時報(法務省) 
刑集・・・・・・・・・刑事判例集 
税訴資料・・・・・・・税務訴訟資料 
行裁例集・・・・・・・行政事件裁判例集 
民商・・・・・・・・・民商法雑誌 
曹時・・・・・・・・・法曹事報 
本稿において引用している法令の条文番号等の記載は、次の例による。 
 法人税法２２条３項１号・・・・・・法２２③一 
ＩＡＳ１１号２２項・・・・・・・・・ＩＡＳ１１号２２ 
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序章 
 
現在、我が国の企業会計において、収益の認識基準が転換点を迎えている。我が国は、自
国の会計基準と国際会計基準とのコンバージェンスを進めており、平成１９年に企業会計基
準委員会と国際会計基準審議会との間で交わされた東京合意では、国際会計基準審議会が公
表する国際財務報告基準と日本基準の差異を平成２３年６月を履行期限として、解消するこ
とが明示された。 
 企業会計審議会（金融庁）が平成２１年６月に公表した「我が国における国際会計基準の
取り扱いについて（中間報告）」においては、日本の会計基準をコンバージェンスさせるので
はなく、国際財務報告基準に統合するといういわゆるアドプションの見解も示された。こう
した中、企業会計基準委員会は「収益の認識に関する論点の整理」を平成２１年９月に公表
した。これは国際会計基準委員会とアメリカの会計基準設定主体である財務会計基準審議会
が、共同で収益認識基準に関する会計基準の見直しを進めていることを踏まえて、今後、我
が国も収益の認識基準を整備していく一環として公表されたものであるとされている。 
現在、我が国では、収益認識に関する包括的な会計基準は存在しないが、昭和２４年７月
９日に設定された企業会計原則において、収益の認識は实現主義によることが示されている。
また、昭和２７年６月１６日に経済安定本部企業会計基準審議会から公表された「税法と企
業会計原則との調整に関する意見書」（小委員会報告）では、实現主義の適用に関し、「販売
によって獲得した対価が当期の实現した収益である。販売基準に従えば、一会計期間の収益
は、財貨または役務の移転に対する現金または現金等価物（手形、売掛債権等）その他の資
産の取得による対価の成立によって立証されたときにのみ实現する。」（総論 第一二 实現主
義の原則の適用）とされている。 
他方、昭和４２年に改正された法人税法においては、収益等の額は「一般に公正妥当と認
められる会計処理の基準に従って計算されるものとする」（法２２④）とされた。この規定は、
税制の簡素化のために、税法と企業会計との調和を図るため設けられたものと解されている。
すなわち、法人税法の課税所得計算は、企業会計の利益計算を前提としており、両者は深く
結び付いていると考えられる。また、各取引における収益認識については、法人税基本通達
において引渡基準を基とする具体的な計上時期定められている。 
また、国際財務報告基準へのコンバージェンスが進む中、企業会計において新たな収益の
認識が問題となっている。新たな収益の認識基準では、顧実との契約における企業の正味ポ
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ジションの増加を基礎として収益を認識するという基本的な立場が示され、その具体的な収
益認識基準時点としては、履行義務を充足した時点を指すものとされている。この基準は、
我が国において収益の認識基準として広く採用されてきた出荷基準や工事進行基準を否定す
る可能性もあるといわれており、企業会計及び法人税の収益計上に与える影響が大きいと考
えられ、また、我が国の一般に公正妥当と認められる会計処理の基準になり得るか、今後の
動向に注目集まっている。 
 以上の現状を踏まえつつ、本論文では、まず、第１章と第２章において企業会計における
収益認識と法人税法における収益認識について、現状においてどのように規定されているか
を整理する。また、会計基準については、平成２２年６月２４日に国際会計基準審議会と米
国の財務会計基準審議会が共同で公表した公開草案「顧実との契約から生じる収益」につい
て、中心に検討する。以上、企業会計における収益の認識基準と法人税法が規定する収益の
認識基準についてまとめた上で、両者の異同と、それをもたらす原因について第３章で検討
していきたい。そして、会計基準が国際財務報告基準へコンバージェンスされる中、ＩＦＲ
Ｓが導入されることによる法人税法の対応のあり方と、公開草案として公表されている新た
な収益の認識基準が、法人税法とどのような関係をもち、法人税法がどのような対応してい
くべきかについて、第４章で検討する。  
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第１章 企業会計における収益認識の現状 
 
第１節 企業会計原則における収益認識 
 
  １．収益計上の原則 
 
現在、わが国の収益の認識基準は、企業会計原則において、「売上高は、实現主義の原則に
従い、商品等の販売又は役務の給付によって实現したものに限る。」（企業会計原則第二‐三
Ｂ）とされている。これにより、所有権の移転を前提とする財貨又は用益の提供と、現金ま
たは現金等価物の受領という２つの要件をいずれも満たした時、これを当期の損益計算書に
計上することができる。また、同原則が前述のように、売上高は实現したものに限ると定め
ていることから、通常の販売形態（現金売上や掛売上）の場合には、商品が販売されたとき
に、その販売額をもって売上高を計上することとなる。これを「販売基準」という。 
今日では、商品等の販売が収益实現の要件を満たすものであるということで、販売基準は、
収益を認識する原則的な基準として一般に認められている1。さらに、企業会計原則注解[注
６]においては、实現主義の適用について、委託販売、試用販売、予約販売、割賦販売などの
特殊な販売形態について記述されているが、これらの販売形態の場合についても、「販売基準」
によって売上収益を計上することを原則としなければならないが、例外的な計上基準も容認
されている。 
 
  ２．収益の認識基準 
  
  （１）発生主義 
 
企業会計上の伝統的な収益認識基準には様々なものがあるが、そのなかで代表的なもの
として、発生主義、实現主義および現金主義の３つが挙げられる。 
発生主義とは、現实に現金の収支があったか否かを問わず、当該会計期間中に発生した
                                                   
 
1 染谷恭次郎「現代財務会計改訂増補三版」（中央経済社）平成３年、４３頁 
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ことが合理的に認識され測定できる費用および収益は、これをすべて、当該会計期間の費用
および収益として計上する基準をいう。ここで、収益の発生事实とは、企業に投下された資
本（具体的には財貨または用役）が、企業活動の進行につれて、その価値を増加させていく
過程を指す。 
 発生主義の長所としては、収益が発生した期間に帰属させることができるという点をあげ
ることができる。この点からは、発生主義は収益計上基準として、合理的であるものといえ
る。 
 しかしながら、発生主義は、その収益の「発生事实」そのものの認識が非常に難しく、そ
の認識にあたっては、主観的判断が介入する余地が多分に存在するという短所が存在する。
特に、製品を製造して販売するようなケースを考えた場合、製品の製造過程において製品の
経済的価値は高まり、収益が計上できると考えられるが、その進捗がどの程度なのか、また、
完成した製品が实際に販売されない場合、何ら資金的裏づけの無い収益を計上してしまうこ
とになる。このように、収益の発生事实を認識することは、観念的には可能であっても、そ
の事实を実観的に立証することは困難である。したがって、収益について発生主義を適用す
ることは、必ずしも妥当ではない。つまり、収益の認識基準について発生主義を適用すると、
かなり恣意的または主観的な見積もりに基づいて収益が計上され、その結果、未实現利益が
損益計算に計上される危険性が多分にある。したがって、実観性を基調とする現行の企業会
計においては、収益の原則的な計上基準として発生主義を是認しておらず、またこのことは、
不確实な収益の計上を排除する保守主義の原則の観点からも容認できない所となる2。 
  
（２）実現主義 
 
企業会計原則は、「すべての費用及び収益は、その支出及び収入に基づいて計上し、その発
生した期間に正しく割り当てられるように処理しなければならない。ただし、未实現収益は、
原則として、当期の損益計算に計上してはならない。」（第二損益計算書原則一Ａ）と規定し、
次いで、「売上高は、实現主義の原則に従い、商品等の販売又は役務の給付によって实現した
ものに限る」（同原則第二の三 B）と規定し、収益の認識は实現主義によることを示している。
实現主義は、通常の販売や役務の提供を前提とした場合、「企業外部の第三者に財貨又は役務
                                                   
 
2 加古宜士「財務会計概論第４版」（ 中央経済社） 平成１５年、１２７頁 
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を提供し、その対価として現金または現金同等物を受領した時点で収益を認識する基準」と
定義づけることができる。この实現主義の長所としては、 
①実観性 
②確实性 
③实行可能性 
④保守主義性 
を挙げることができる3。 
まず、実観性については、实現主義によれば、収益を実観性のある取引事实に基づいて計
上できるという点があげられる。なぜなら、外部の第三者に対する財貨又は用益の引渡しと、
その対価の受領によって取引が完結したという事实は、その取引の实在を裏づける実観的な
証拠とみなすことができるからである。このような証拠に裏づけられた数値には、個人的・
主観的な判断や恣意性が介入する余地が尐ないので信頼性のある収益が計上できることとな
る。 
次に、確实性については、实現主義によると収益の大きさを確定的な金額として測定する
ことが可能となるといわれる。なぜなら、商品等の販売という時点においては、独立した当
事者間において決定され承認された取引価格が確定しており、収益の額が確定的となってい
るからである。もっとも、販売という時点においては返品や値引のように、収益の額につき
若干の金額的修正を行わなければならない可能性が残されているが、この修正額は、通常、
当該販売時点、または、期末において認識可能であるために、収益の額に対して期末修正を
施せば足りると考えられる。 
次に、实行可能性については、实現主義が前述したように商品を販売し、その対価として
現金、受取手形、売掛金等の資金を受領したときに収益を認識する基準であるため、資金的
裏付けのある収益を計上することができ、配当や課税等の实行可能性が保証されることにな
る。 
 最後に、保守主義性の観点からは、発生主義のような商品等の販売以前に収益を見積もる
ことは、いまだ具体的に確定していない利益（未实現利益）を計上することとなるため、こ
れは企業の財務的健全性を重視する立場から、「費用（損失）の見積もり計上は奨励するも、
収益（利益）の見積もり計上は回避すべし」とする保守主義の考え方に反することになる。
                                                   
 
3 加古・前掲注２、１２８～１３０頁 
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この点、实現主義においては、そのような保守主義の要請に応えることになる。 
 しかしながら、現行の原則的な収益の認識基準である实現主義に対しては、収益は本来特
定の取引が完結した一時に生じるものではないはずであり、实現主義は収益の形成過程を無
視していることや、収益に関する情報提供の適時性という面からも難点があること等が指摘
されている。 
 
（３）現金主義 
 
収益を現金の収入時点において、その实際収入額に基づいて計上する基準を現金主義とい
う。ただし、現金主義のもとでも、「現金の収入」があれば必ず「収益の計上」が行われ、「現
金の支出」があれば必ず「費用の計上」が行われるということを意味しているわけではない。
例えば、現金の借入れや備品の現金購入は、それぞれ「現金の収入」、「現金の支出」ではあ
るけれども、純資産の増加つまり収益、費用は生じない4。出資や借入れによる収入などは企
業が業績をあげるために行った損益取引ではないため、収益を計上しない。この現金主義の
長所としては、①計算が簡便であること、②損益の計上に当たり、主観的な判断が介入する
余地がなく、損益計算がきわめて確实な基礎の上に立って行われること、③未实現の利益が
計算される余地が全くないので、保守的な損益計算ができること等をあげることができる。 
 しかし、現金主義は、次のような重要な短所があるといわれる。すなわち、現金の収支時
点と損益の発生時点とは、必ずしも一致しないから、現金主義によるときは、損益を、それ
が発生した期間に正しく帰属させることができない。現代において信用経済が発達したこと
に伴い、掛け取引が通常行われている取引慣行に照らすと、前期の掛け代金を当期に受け取
った場合、前期に売り上げたにもかかわらず当期になって収益が計上されることとなってし
まう。これは、企業の業績評価の観点から不合理であることは明白である。また、固定資産
を購入した場合、使用期間にわたって費用配分していくべきであるが、現金主義により会計
処理した場合、現金支出時に全額がその期の費用になってしまう。以上の点からは、現金主
義は、現代の会計基準において原則的な収益の認識基準とはなっていない5。 
 
                                                   
 
4 新井清光「現代会計学第三版」（ 中央経済社） 平成１２年、１５５頁 
5 加古・前掲注２、１２６頁 
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３．個別取引の収益計上 
 
（１）資産の販売 
 
     イ．通常の販売 
  
通常の資産の販売における収益の認識時点は、企業会計原則において、「売上高は、实現主
義の原則に従い、商品等の販売又は役務の給付によつて实現したものに限る。」（企業会計原
則第二・３Ｂ）と規定されているため、これに従い、販売の事实があったと認められる日に
収益を認識するものと解される。なお、販売の事实があったと認められる時点としては、实
務上、出荷基準、納品基準、検収基準等が用いられている。 
 
ロ．委託販売 
 
 委託販売とは、委託者が一定の手数料を支払って受託者に商品や製品の販売を委託する販
売方法である。企業会計原則では、「委託販売については、受託者が委託品を販売した日をも
って売上収益の实現の日とする。従って、決算手続中に仕切精算書（売上計算書）が到達す
ること等により決算日までに販売された事实が明らかとなったものについては、これを当期
の売上収益に計上しなければならない。ただし、仕切精算書が販売のつど送付されている場
合には、当該仕切精算所が到達した日をもって売上収益の实現の日とみなすことができる。」
（同原則注解６）と規定している。 
 委託販売では、受託者が受託品を第三者に販売した日をもって売上高を計上する。これを
「受託者販売基準」というが、この収益認識基準は、上述の販売基準を委託販売に適用した
ものに他ならない。しかし、仕切清算書が販売のつど送付されている場合について、例外的
に、その仕切清算書が到達した日に売上高を計上できるとされている。これを「仕切清算書
到達日基準」という。 
 
ハ．試用販売 
 
試用販売とは、商品や製品をあらかじめ得意先へ送付して試用してもらい、その上で買い
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取りの意思決定をしてもらうという条件で行われる販売方法である。企業会計原則では、「試
用販売については、得意先が買取りの意思を表示することによって売上が实現するのである
から、それまでは、当期の売上高に計上してはならない。」（同原則注解６）と規定している。
これは、「買取意思表示基準」というが、これも上述の販売基準を適用したものに他ならない。 
 
二．予約販売 
  
予約販売とは、予約金をあらかじめ受け取り、その後、逐次予約品を引渡していく販売形
態である。企業会計原則では、「予約販売については、予約金受取額のうち、決算日までに商
品の引渡し又は役務の給付が完了した分だけを当期の売上高に計上し、残額は貸借対照表の
負債の部に記載して次期以降に繰延なければならない。」（同原則注解６）と規定している。
これは、「引渡基準」とも呼ばれるが、これも上述の販売基準を適用したものに他ならない。 
 
ホ．割賦販売 
 
割賦販売とは、商品等を月賦などの分割払いで販売する形態である。企業会計原則では、
「割賦販売については、商品等を引渡した日をもって売上収益の实現の日とする。しかし、
割賦販売は通常の販売と異なり、その代金回収の期間が長期にわたり、かつ、分割払である
ことから代金回収上の危険率が高い。また、貸倒引当金及び代金回収費、アフター・サービ
ス費等の引当金の計上について特別の配慮を要するが、その算定に当たっては、不確实性と
煩雑さとを伴う場合が多い。従って、収益の認識を慎重に行うため、販売基準に代えて、割
賦金の回収期限の到来の日又は入金の日をもって売上収益实現の日とすることも認められ
る。」（同原則注解６）と規定している。つまり、企業会計原則上は割賦販売については原則
は商品を引き渡した時点をもって収益を認識することを要求している。しかし、割賦販売に
おいては、収益の認識について慎重にするために、例外的に、割賦金の回収期限の到来の日
をもって売上高に計上する「回収期限到来基準」や、割賦金の入金の日をもって売上高を計
上する「回収基準」のいずれかの方法を採用することも認められており、後者は、現金主義
の適用であるといえる。 
 
（２）資産の譲渡 
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固定資産の譲渡に関しては、企業会計原則上明確な基準はない。したがって、固定資産等
の資産を譲渡した場合にも、棚卸資産の販売における収益計上に準じて、資産の引渡し等を
基準に収益が計上されるものと解される6。なお、企業会計原則と関係諸法令との調整に関す
る連続意見書（昭和３５年６月）（以下「連続意見書」という。）第三において、資産の譲渡
の収益計上について参考となる、固定資産の取得原価について次の規定がある。 
まず、自社が所有する固定資産と同種・同用途の他社の固定資産を交換する場合について
は、「資産を自己所有の固定資産と交換に固定資産を取得した場合には、交換に供された自己
資産の適正な簿価をもって取得原価とする。」（連続意見書第三 有形固定資産の減価償却につ
いて 第一 企業会計原則と減価償却 四  固定資産の取得原価と残存価額 ４）と規定し
ており、交換の際には新たに取得する資産については、譲渡資産の帳簿価格を引き継ぐため、
譲渡に際して損益は発生しないものとしている。 
 次に、自社が所有する資産と異種の資産を交換した場合については、「自己所有の株式ない
し社債等と固定資産を交換した場合には、当該有価証券の時価又は適正な簿価をもって取得
原価とする。」（同意見書三 第一 四）と規定している。この場合は、交換に供した資産の
帳簿価格と譲渡を受ける資産の時価を比較し、差額を損益として認識することとしている。 
 
（３）長期請負工事 
  
企業会計原則は長期請負工事について、「売上高は、实現主義の原則に従い・・・ただし、
長期の未完成請負工事等については、合理的に収益を見積もり、これを当期の損益計算に計
上することができる。」（同原則第二 損益計算書原則 三 B） と規定している。また同原則
は、「長期の請負工事に関する収益の計上については、工事進行基準又は工事完成基準のいず
れかを選択適用することができる。」（同原則注解７）と規定している。工事進行基準とは、
決算期末に工事進行程度を見積もり、適正な工事収益率によって工事収益の一部を当期の損
益計算書に計上するという基準であり、工事完成基準は、工事が完成し、その引渡しが完了
した日に工事収益を計上するという基準である（同原則注解７）。工事進行基準は、实現主義
                                                   
 
6 石森宏宜「固定資産（不動産）の譲渡による所得の帰属時期」日税研論集２２巻 （日本税務
研究センター） 平成４年 
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の例外であり、発生主義により収益を認識する基準であるといえる。このような長期請負工
事については、契約により、収益实現の可能性が高く、また、合理的な期間損益計算の要請
から発生主義の適用である工事進行基準が認められると考えられる7。 
 
第２節 企業会計基準等における収益認識 
 
１．会計基準における収益認識 
 
（１）企業会計の概念フレームワーク 
  
企業会計基準委員会（以下「ＡＳＢＪ」という。）は、平成１８年１２月、討議資料「財務
会計の概念フレームワーク」（以下「討議資料」という）を公表した。討議資料はその前文に
おいて、現行企業会計の基礎にある前提や概念を体系化したものと定義づけられている。そ
こには主として二つの役割が期待されており、このうちのひとつは、会計基準の概念的な基
礎を提供する事によって会計基準に関する理解が深まるとともに、その解釈についての予見
可能性が高まることとされている。もうひとつの役割は、会計情報の利用者が会計基準を解
釈する際に要する「無用なコスト」の回避にあるとされている。 
これを言い換えれば、「討議資料」には、これまで暗黙知とされてきた、会計基準のありか
たに関する社会的な合意を明文化する役割が期待されている8。  
討議資料は、４章から構成され、第１章「財務報告の目的」、第２章「会計情報の質的特性」、
第３章「財務諸表の構成要素」、第４章「財務諸表における認識と測定」となっており、第１
章「財務報告の目的9」においては、財務報告が果たすべき役割、その制度の目的を明らかに
するとともに、その目的を達成するうえで、会計情報にはどのような質的な特性が求められ
るのか、目的に資するという観点からどのような経済事象を報告対象とし、それをいつ認識
                                                   
 
7 染谷・ 前掲注１、 ５１、５２頁 
8 斎藤静樹「討議資料 財務会計の概念フレームワーク第２版」第２章 討議資料の基本的な考
え方 米山正樹（中央経済社 平成１９年）１８頁 
9 討議資料 財務会計の概念フレームワーク 第１章 序文において、財務報告の目的は、投資
家による企業成果の予測と企業価値の評価に役立つような、企業の財務状況の開示にあると考え
られている。自己の責任で将来を予測し投資の判断をする人々のために、企業の投資のポジショ
ン（ストック）とその成果（フロー）が開示されるとみるとされている。 
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し、どのように測定するのかといった考え方の枠組みを要約、明文化している。とりわけ、
冒頭に位置するこの第１章「財務報告の目的」は、それ以降の各章で繰り返し引用されてお
り、財務報告との関係が重視されていることが分かる。つまり、第２章「会計情報の質的特
性」以降の各章は、財務報告の目的を達成するための手段を記述したものとして位置づけら
れている10。 
第３章「財務諸表の構成要素」においては、収益について定義づけがなされており11、その
中で、収益とは、「純利益または尐数株主損益を増加させる項目であり、特定期間の期末まで
に生じた資産の増加や負債の減尐に見合う額のうち、投資のリスクから解放された部分であ
る。」（討議資料 第３章 １３）と定義され、また「収益は投資の算出要素、すなわち、投資
から得られるキャッシュフローに見合う会計上の尺度である。投入要素に投下された資金は、
将来得られるキャッシュフローが不確实であるというリスクにさらされている。キャッシュ
が獲得されることにより、投資のリスクがなくなったり、得られたキャッシュの分だけ投資
のリスクが減尐したりする。一般に、キャッシュとは現金及びその同等物をいうが、投資の
成果がリスクから解放されるという判断においては、实質的にキャッシュの獲得とみなされ
る事態も含まれる。収益は、そのように投下資金が投資のリスクから解放されたときに把握
される。」（同上）とし、同討議資料１４において「収益を生み出す資産の増加は、事实とし
てキャッシュ・インフローの発生という形をとる。そうしたキャッシュ・インフローについ
ては、投資のリスクからの解放に基づいて、収益としての期間帰属を決める必要がある。」と
している。 
収益の認識の要件として、討議資料は「リスクからの解放」という言葉を用いている。こ
の「リスクからの解放」とは、投資にあたって期待された成果に対して、どれだけ实際の成
果が得られたかによって収益を認識する概念であるといえる。 
現行の会計基準の設定に当たっては、討議資料の考え方が用いられていることも多い12。そ
                                                   
 
10 斎藤静樹・前掲注８、２７頁 
11 討議資料においては、初めに「資産」と「負債」に独立した定義を与え、それから「純資産」
を従属的に定義している。さらに「株主資本」、「包括利益」に定義をあたえ、さらに、「純利益」
について、有用性が高い情報であることを鑑み、これに独立した定義を与えている。そして純利
益に関連させて「収益」と「費用」を導いている。 
12 後述の工事契約基準においては、「検討の過程では、当委員会が平成１８年１２ 月に公表し
た討議資料「財務会計の概念フレームワーク」も参照した。・・・工事契約による事業活動は、工
事の遂行を通じて成果に結び付けることが期待されている投資であり、そのような事業活動を通
じて、投資のリスクから解放されることになる」（工事契約基準４０）という記述からも明らかな
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のため、今後も、我が国の会計基準を作成していくに当たり、会計基準の概念的基礎である
討議資料に与えられた役割は大きいと考えられ、収益の認識基準についても討議資料の考え
方を十分に斟酌することが必要であると考えられる。 
 
（２）工事契約に関する会計基準 
    
ASBJ が、平成１９年１２月に公表している「工事契約に関する会計基準」（以下「工事契
約基準」という。）は、まず、工事契約基準が適用される範囲について、「本会計基準は、工
事契約に関して、施工者における工事収益及び工事原価の会計処理並びに開示に適用される。
本会計基準において「工事契約」とは、仕事の完成に対して対価が支払われる請負契約のう
ち、土木、建築、造船や一定の機械装置の製造等、基本的な仕様や作業内容を顧実の指図に
基づいて行うものをいう。受注制作のソフトウェアについても、前項の工事契約に準じて本
会計基準を適用する。」（工事契約基準４、５）と定めている。 
この基準における工事契約に係る収益認識基準には、工事完成基準と工事進行基準の 2 つ
がある。工事契約基準においては、「工事契約に関して、工事の進行途上においても、その進
捗部分について成果の確实性が認められる場合には工事進行基準を適用し、この要件を満た
さない場合には工事完成基準を適用する。」（工事契約基準９）とし、原則的な収益の認識基
準は、工事進行基準としている。 
工事進行基準で収益を認識する場合においては、「成果の確实性」が問題となるが、工事契
約基準は、これを「成果の確实性が認められるためには、次の各要素について、信頼性をも
って見積ることができなければならない。①工事収益総額、②工事原価総額③決算日におけ
る工事進捗度」（工事契約基準９）としている。 
①の工事収益総額については、「信頼性をもって工事収益総額を見積るための前提条件とし
て、工事の完成見込みが確实であることが必要である。このためには、施工者に当該工事を
完成させるに足りる十分な能力があり、かつ、完成を妨げる環境要因が存在しないことが必
要である。」（工事契約基準１０）とし、「 信頼性をもって工事収益総額を見積るためには、
工事契約において当該工事についての対価の定めがあることが必要である。「対価の定め」と
は、当事者間で实質的に合意された対価の額に関する定め、対価の決済条件及び決済方法に
                                                                                                                                                          
 
ように、討議資料を基礎にして基準が作成されていることがわかる。 
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関する定めをいう。対価の額に関する定めには、対価の額が固定額で定められている場合の
ほか、その一部又は全部が将来の不確实な事象に関連付けて定められている場合がある。」（工
事契約基準１１）としている。 
 ②の工事原価総額については「信頼性をもって工事原価総額を見積るためには、工事原価
の事前の見積りと实績を対比することにより、適時・適切に工事原価総額の見積りの見直し
が行われることが必要である。」（工事契約基準１２）としている。 
③の決算日における工事進捗度については「決算日における工事進捗度を見積る方法とし
て原価比例法を採用する場合には、前項の要件が満たされれば、通常、決算日における工事
進捗度も信頼性をもって見積ることができる。」（工事契約基準１３）としている。 
 なお、決算日における工事進捗度の見積もり方法については「決算日における工事進捗度
は、原価比例法等の、工事契約における施工者の履行義務全体との対比において、決算日に
おける当該義務の遂行の割合を合理的に反映する方法を用いて見積る。工事契約の内容によ
っては、原価比例法以外にも、より合理的に工事進捗度を把握することが可能な見積方法が
あり得る。このような場合には、原価比例法に代えて、当該見積方法を用いることができる。」
（工事契約基準１５）としている。 
 上記のように、①から③について、信頼性のある見積もりがなされた場合、工事進行基準
が適用されることとなる。工事進行基準が適用された場合の収益の認識は、「工事進行基準を
適用する場合には、工事収益総額、工事原価総額及び決算日における工事進捗度を合理的に
見積り、これに応じて当期の工事収益及び工事原価を損益計算書に計上する。」（工事契約基
準１４）と定めている。また、見積もりの変更が生じた場合、「工事収益総額、工事原価総額
又は決算日における工事進捗度の見積りが変更されたときには、その見積りの変更が行われ
た期に影響額を損益として処理する。」（工事契約基準１６）としている。 
 他方、工事完成基準は、上述したように、工事進行基準が適用されない場合に適用される。
工事契約基準は、「工事完成基準を適用する場合には、工事が完成し、目的物の引渡しを行っ
た時点で、工事収益及び工事原価を損益計算書に計上する。」（工事契約基準１８）としてい
る。これは、収益の原則的な認識基準である实現主義の適用であると解される。 
 工事契約基準では、収益の原則的な認識基準である实現主義が原則的な収益の認識基準と
されず、発生主義の適用である工事進行基準が原則的な収益の認識基準とされている。この
点については、「財務報告の目的は、財務諸表の利用者が不確实な将来の成果である企業の将
来キャッシュ・フローの予測、ひいては企業価値の評価に役立つ財務情報を提供することに
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あると考えられる。このためには、企業が資金をどのように投資し、投資にあたって期待さ
れた成果に対して实際にどれだけ成果を上げているかについての情報を提供することが重要
である。」（工事契約基準３７）としたうえで、「当事者間で基本的な仕様や作業内容が合意さ
れた工事契約について、施工者がその契約上の義務のすべてを果たし終えておらず、法的に
は対価に対する請求権を未だ獲得していない状態であっても、会計上はこれと同視し得る程
度に成果の確实性が高まり、収益として認識することが適切な場合があるためと考えられる。」
（工事契約基準３９）としている。すなわち、工事進行基準によって収益を認識することは、
不確实な収益の計上にはならず、恣意的な収益計上の恐れもない。 
 
２．国際会計基準の動向 
  
（１）概要 
 
現在、国際会計基準審議会（以下「ＩＡＳＢ」という。）と米国財務会計基準審議会（以下
「ＦＡＳＢ」という。）は、平成２３年度上半期中に新たな収益の認識基準を公表することを
目途として、現行の収益認識基準に関する会計基準の見直しを進めている。平成２０年１２
月には、その見直しの方向性に関する提案をディスカッション・ペーパー「顧実との契約に
おける収益認識についての予備的見解」（以下「ＤＰ」という。）として公表している。そこ
では、これまでの「实現」に基づく収益認識のモデルとは異なる資産や負債の変動に基づく
収益認識のモデルが提案されている。 
 このような収益認識基準の見直しは、今後、市場関係者に大きな影響を与える可能性があ
る。ＡＳＢＪは、上記のＤＰの公表を契機として、収益認識に関する国際的な状況や、関連
する収益認識の論点について、この段階で検討していくことが望ましいと考え、平成２１年
９月に、「収益認識に関する論点の整理」（以下「論点整理」という）を公表した。 
 更に、ＩＡＳＢとＦＡＳＢは、上記ＤＰを踏まえ、平成２２年６月２４日に公開草案「顧
実との契約から生じる収益」（以下「収益認識ＥＤ」という。）を公表した。これにより、収
益認識ＥＤとして提案されている収益認識基準が適用された場合には、国際財務報告基準（以
下「ＩＦＲＳ」という。）と米国会計基準にとっての単一の収益認識基準となり、ＩＦＲＳと
コンバージェンスを進めるわが国もそれに従うことが予想される。 
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（２）ＩＦＲＳにおける現行の収益認識 
     
イ．概要 
 
現在のＩＦＲＳの収益認識基準には、①財務諸表の作成表示に関するフレームワーク（以
下「フレームワーク」という。）、②ＩＡＳ１８号「収益」、③ＩＡＳ１１号「工事契約」があ
る。 
 フレームワークは、ＩＡＳ１８号及びＩＡＳ１１号の基礎となっており、広義の収益
（income）を「会計期間中の資産の流入若しくは増価又は負債の減尐の形をとる経済的便益
の増加であり、所有者からの拠出に関連するもの以外の資本の増加をもたらすもの。」とし、
広義の収益には、収益（revenue）と利得（gain）が含まれるとしており、前者には、通常
の事業活動で生じる売上、手数料、配当等が含まれ、後者には、通常の事業活動以外で生じ
る非流動資産の売却等が含まれるとしている（フレームワーク７４～７６）。 
 フレームワークでは、income の認識は、資産の増加または負債の減尐に関連する将来の
経済的便益が発生し、かつ、信頼性を持って測定できる場合に認識するとされ、通常、income
の稼得がフレームワークにおける income の認識に該当するとしている（フレームワーク９
２、９３）。 
 このように、フレームワークを基礎として、ＩＡＳ１８号及び、ＩＡＳ１１号が規定され
ているが、ＩＡＳ１８号は、フレームワークの「収益」の会計処理を規定したものであり、
物品の販売、役務の給付等について認識の基準が設けられている。一方、ＩＡＳ１１号は、
工事契約にかかる収益及び原価を建設工事が行われる複数の会計期間に配分する会計処理を
扱ったものである。 
  
ロ．物品の販売 
 
ＩＡＳ１８号は、物品の販売からの収益の認識について、フレームワークでの収益の認識
の要件である経済的便益の発生の可能性及び測定の信頼性に加え、①物品の所有に伴う重要
なリスク及び経済価値の買手への移転、②売り手が販売された物品に対して、所有とみなさ
れる程度の継続的な管理上の関与及び有効な支配を保持していないこと、③その取引に関係
して発生した、または発生する原価の測定の信頼性の３つの要件が収益の認識の条件として
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課している（同基準１４）13。 
 そして、通常、法律上の所有権の買手への移転により所有に伴う重要なリスク及び経済価
値が移転するが、①通常の保証義務に加え、履行が不十分であった場合についての履行義務
が売り手に留保されている、②買い手の物品の再販売による収益が、売り手の代金に充当さ
れるという条件が付されている、③物品の据付を条件に販売されているが、売り手が据付を
完了していない、又は④買い手に購入の取消の権利があり、返品の可能性に不確实性がある、
という４つのいずれかに該当する場合は、重要なリスク及び経済価値は移転していないとし
ている。 
 
ハ．役務の給付 
  
役務の給付については、役務の提供に関する取引の成果を信頼性をもって見積もることが
できる場合には、その取引に関する収益は、期末日現在のその取引の進捗度に応じて認識す
るという、進行基準が適用される。この場合も、フレームワークの収益認識基準の要件であ
る経済的便益の発生の可能性及び測定の信頼性に加え、①期末日における取引の進捗度の測
定の信頼性、②発生した原価及び取引完了に要する原価の測定の信頼性、の２つの要件を課
している。 
 なお、役務の提供に関する取引の成果を信頼性を持って見積もることができない場合には、
原価が回収可能と認められる範囲しか収益が認識できない「原価回収基準」が取られること
となる。取引の初期の段階で取引の結果について信頼できる見積もりができない場合には、
収益は回収可能と見込まれる発生原価の部分についてのみ認識する（ＩＡＳ１８号２６、２
７）。 
 
二．工事契約 
                                                   
 
13 上記の中で、①、②及び③は、主として、我が国の实現主義の下での収益認識要件と解され
る「財貨の移転又は役務の提供の完了」要件に関連し、フレームワークの認識基準である「収益
の額を信頼性をもって測定できること」と「経済的便益の流入可能性が高いこと」は、主として、
財貨の移転又は役務の提供に対する「対価の成立」要件に相当するものと考えられる。このよう
に、我が国における实現主義の考え方とＩＡＳ１８が定める収益認識の要件との間には本質的な
相違はないと考えられるため１１、实務上、实現主義の具体的な適用に当たっては、ＩＡＳ１８
の収益認識の要件も参考になると考えられる。日本公認会計士協会（我が国の収益認識に関する
研究報告（中間報告）－ＩＡＳ第１８号「収益」に照らした考察－）６頁参照。 
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工事契約は、「単一の資産」または「設計、技術および機能若しくはその最終的な目的や用
途が密接に相互関連または相互依存している複数の資産」の建設工事のために特別に交渉さ
れる契約で、橋、建物、ダム、パイプライン、道路、船、トンネル等の単一の資産や、精製
施設やその他複合的な装置・機械の建設工事が含まれる（ＩＡＳ１１号２２）。 
 工事契約の結果が信頼性をもって見積もることができる場合、工事契約収益および工事契
約原価は、その請負業務の期末日現在の進捗度に応じて収益及び費用として認識する（IAS
１１号２２項）。この場合、固定価格の契約の場合には、工事契約の結果は、フレームワーク
の収益認識の要件である経済的便益の発生の可能性及び測定の信頼性に加え、 
① 契約の完了に要する工事契約原価と期末日現在の契約の進捗度の両方が信頼性を持っ
て測定できること。 
② 实際に発生した工事契約原価を従前の見積もりと比較できるように、契約に帰属させる
ことができる工事契約原価を明確に識別でき、かつ、信頼性を持って測定できること。 
という 2 つの要件を満たしたときに信頼性をもって工事契約の結果が見積もることができ
るとしている。 
 この場合の契約の進捗度を決定する方法は、契約の性質により異なるが、一般的には 
① 实施した工事に対してその時点までに発生した工事契約原価が、契約の見積工事契約総
原価に占める割合（将来の作業に関連して発生した原価は契約の進捗度を決定する際の
発生原価には含めない） 
② 实施した工事の調査又は契約に基づく工事の物理的な完成割合 
のいずれかが採用される（ＩＡＳ１１号３０） 
他方、工事契約の結果が信頼性を持って見積もることができない場合には、収益は発生し
た工事契約原価のうち回収の可能性が高い部分についてのみ認識し、かつ、工事契約原価は、
発生した期間に費用として認識する原価回収基準が適用される（ＩＡＳ１１号３２）。 
 
ホ．現行の収益認識基準の問題点 
  
平成１４年以降、ＩＡＳＢとＦＡＳＢは、以下の理由により現在の収益に関する会計基準
を改善する必要があるため、共同プロジェクトを实施している。収益認識ＥＤでは現行の米
国会計基準や国際財務報告基準が抱えている次のような問題点の解決を図ることが、見直し
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の目的であると説明されている14。 
① 米国会計基準は、幅のある収益認識の概念や、特定の業種又は取引に固有の多くの基
準から構成されており、それらは経済的に類似する取引に異なる結論を導く可能性が
ある。 
② 現在のＩＦＲＳにおける２つの主要な収益認識に関する基準（ＩＡＳ１８号「収益」
及びＩＡＳ１１号「工事契約」）は異なる原則によるものであり15、単純な取引以外に
は理解したり適用したりすることが難しい場合がある。さらに、ＩＦＲＳは、複数要
素契約のような重要なテーマについて、限定的なガイダンスしかない。 
これらの問題を解決するために、両審議会は、様々な取引に対して一貫して適用すること
が可能な、単一の「収益認識原則」を用いた会計基準を開発することを目指すとしている。 
 
（３）ＩＡＳＢ公開草案「顧客との契約から生じる収益」 
 
イ．収益認識の原則 
 
収益認識ＥＤでは、財・サービスと交換に受領する対価（取引価格）を反映した金額で、
顧実への財・サービスの移転を描写するように収益を認識することをコア原則とする事を提
案しており（ＥＤ２）、「企業は、・・・識別された履行義務を、顧実に約束した財又はサービ
スを移転することによって充足した時に、収益を認識しなければならない。財又はサービス
は、顧実が財又はサービスに対する支配を獲得した時に、顧実に移転する。」（収益認識ＥＤ
２５）としている。 
そのなかで、キーワードとなる「履行義務」について、収益認識ＥＤでは顧実へ財・サー
ビスを移転するという顧実との契約における（明示的又は黙示的な）強制可能な約束と定義
づけている（収益認識ＥＤ付録Ａ）。 
顧実への財・サービスの移転について、現行のＩＡＳ１８号では、財の所有に伴う重要な
                                                   
 
14 収益認識ＥＤ ＩＮ１からＩＮ３参照 
15 収益認識ＥＤに先立って公表されたディスカッション・ペーパー「顧実との契約における収
益認識についての予備的見解」（平成２０年１２月）において、ＩＡＳ１１号は、契約を完了させ
るために必要な「活動」が行われるにつれて収益を認識し、対照的に、ＩＡＳ１８号は、財・サ
ービスに関する支配及びその所有に係るリスクと経済価値が顧実に「移転」する時点で収益を認
識するとしていた。 
19 
 
 
「リスク及び経済価値」の移転を考慮しているが、収益認識ＥＤでは、顧実が財・サービス
の「支配」を獲得したかを考慮することを提案している（収益認識ＥＤ２３）。これは、以下
の理由によるものとされている（公開草案「顧実との契約から生じる収益」結論の根拠ＢＣ
６０）。 
① 現在の資産の定義によって、いつ資産が認識され認識が中止されるかを決定するため
に支配が用いられており、収益認識ＥＤの提案は認識中止モデルという見解もできる
ため、この資産の定義によって判断する。 
② 支配に焦点を当てるほうが、より整合的な判断につながる。多尐のリスク及び経済価
値を留保している場合、それらが顧実に移転したかどうか判断することが困難な時が
ある。 
③ リスク及び経済価値に焦点を当てる場合、例えば財は移転したが多尐のリスクを留保
している場合、そのリスクがなくなったときに充足される単一の履行義務と判断され
ることがあり得るが、支配を焦点に当てる場合には、財と他のサービス（例えば保守
契約）という異なる時点で充足される２つの履行義務に識別することができる。 
 
ロ．支配の移転 
 
収益認識ＥＤでは、顧実が財・サービスの支配の獲得した時点を収益の認識時点としてい
るが、その場合の「支配」の定義が問題となる。 
収益認識ＥＤにおいては、「支配」とは財・サービスの使用を指示することができ、かつ、
そこから便益を得ることができることをいうものとし（収益認識ＥＤ２６、付録Ａ）、さらに
次の説明をしている（収益認識ＥＤ２７）。 
① 財・サービスの使用を指示できることとは、資産の残存期間にわたり資産を使用し
たり自らの活動において消費したりできる現在の権利を指す。 
② 財・サービスからの便益を受けることができることとは、その財・サービスから潜
在的なキャッシュ・フローのほとんどすべてを獲得できる現在の権利を指す。 
企業の連結レベルで用いられている「支配」は、パワーの要素と便益の要素が考えられて
おり16、上記の①・②から明らかなように、ここの資産の認識レベルでも同様に、２つの要
                                                   
 
16 ＩＡＳＢが平成２０年１２月に公表した公開草案第１０号「連結財務諸表」や、ＩＡＳＢと
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素の考慮がなされている17。 
収益認識ＥＤでは、「「支配」の定義は、財又はサービスを販売する企業又は当該財又はサ
ービスを購入する顧実のいずれかの視点から、適用することが考えられる。したがって、企
業が財又はサービスに対する支配を放棄する時又は顧実が財又はサービスに対する支配を獲
得する時に、収益を認識することが考えられる。多くの場合、両方の視点は同じ結果となる
可能性が高いが、両審議会は、提案している支配の指標を顧実からの視点として明示してい
る。」（収益認識ＥＤ 結論の根拠ＢＣ６３）としており、収益認識時点を財・サービスに対
して企業が支配を渡した時ではなくて、顧実が支配を獲得した時としている。 
また、収益認識ＥＤでは、顧実が支配を獲得したかどうかの判断については、関連する契
約を検討するものとしている（収益認識ＥＤ３０）が、顧実が支配を獲得したことを示す以
下の４つの指標をあげている。 
①  顧実が、財・サービスに対する支払を行う無条件の義務を負っていること 
②  顧実が、財・サービスの法的所有権を有していること 
③  顧実が、財・サービスを物理的に占有していること 
④  財・サービスのデザイン又は機能が顧実固有のものであること。これは、財・サー
ビスを他の用途に転用することが難しいため、企業にとってほとんど価値を有しない
と考えられることによる。 
しかし、収益認識ＥＤでは、いずれの指標も単独で、顧実が財・サービスの支配を獲得し
たか否かを決定付けるものではないとしており、また、上記の指標の中には、取引によって
は関連性が低い場合もあるとしている（収益認識ＥＤ３１）18。 
このため、顧実が支配を獲得したかどうかについては、総合判断によると考えられるが、
このような指標の例を示すことによって实務における比較可能性の向上や、作成上の簡素化
という収益認識ＥＤの目指す改善を図ることになる（収益認識ＥＤ 結論の根拠４－（ａ）
                                                                                                                                                          
 
ＦＡＳＢが平成２０年３月に公表した公開草案「財務報告のための概念フレームワーク：報告企
業」参照。これは、支配は、何かを指示することができるパワーと同義であるものの、代理人と
して他の企業のためにパワーを有しているような場合を除外するために、便益の要素も勘案する
と説明されている。ただし、連結レベルで用いられている「支配」は、パワーの要素が主であり、
便益の要素は従と考えられているが、収益認識 ED での「支配」は、これらの要素を並列的に示し
ているとされる。 
17 秋葉賢一「ＩＡＳＢ公開草案「顧実との契約における収益認識」（中）週刊 経営財務 平成
２２年９月２０日 １９頁 
 
18 たとえば②・③の指標は、サービスの提供には関連しないとしている（収益認識ＥＤ３１） 
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（ｂ）（ｃ））のか、むしろ現状よりも多様な運用になるのではないかという懸念もある19。 
 
ハ．工事契約 
 
収益認識ＥＤにおける収益計上の原則はあくまでも履行義務を果たしたときにおこなうこ
ととしているため、工事契約についてもこの原則に従うこととなる。工事契約については、
多様な工程を含む契約内容から履行義務を区分し、別個の履行義務として会計処理するか判
断しなければならない（収益認識ＥＤ２０）。しかし、建設工事の場合には各作業の中には非
常に相互関連の強いものがあり、個々の履行義務が関連する作業リスクと分離不可能なもの
である場合は、関連する作業と一体となった履行義務とされる。また、財・サービスを区分
できない場合には、他の財・サービスと結合されることとなる（収益認識 ED２２）。 
工事契約において、収益を連続的に認識（工事進行基準的な収益の認識）するか、完成し
たときに認識（工事完成基準的な収益の認識）するかについては、製作や建設において、そ
の工程が進むにつれて仕掛品（完成した資産ではない）の仕様を指図する能力や、仕掛品か
ら便益を受ける能力を顧実が有しているか否か判断することが必要である。この際、顧実が
仕掛品に対して仕様を指図する能力を有しているか、仕掛品から便益を受ける能力を有して
いるかを判断するに当たっては、前述した収益認識ＥＤ３０項等の規定を用いることとなる。
顧実が能力を有している場合には、資産は顧実に連続的に移転すると考えられるため、収益
を連続的に認識する（収益認識ＥＤ Ｂ６４）。また、その場合に企業は、その履行義務につ
いて顧実への財又はサービスの移転を最もよく描写する単一の収益認識の方法を適用しなけ
ればならない20（収益認識ＥＤ３２）。 
顧実が仕掛品の仕様を指図する能力や便益を受ける能力を有していない場合には、資産は
完成したときに移転する。この場合には、企業は顧実が完成した資産に対する支配を獲得し
た時にのみ収益を認識することになる。（収益認識ＥＤ Ｂ６５、ＢＣ６５） 
实務上、どのような場合に、いわゆる進行基準が適用されることになるか必ずしも明確で
はないが、収益認識ＥＤでは、提案している支配の定義と工事契約に対する支配の指標から
は、国際財務報告解釈委員会（ＩＦＲＩＣ）解釈指針第１５号「不動産の建設に関する契約」
                                                   
 
19 秋葉・前掲注１７、１８～２０頁 
20 収益認識ＥＤ ３２項では収益認識の方法としてアウトプット法、インプット法、時の経過
に基づく方法の３つを挙げている。 
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の定めと整合的になるであろうとしている（収益認識ＥＤ 結論の根拠ＢＣ６６）ため、こ
の点も参考になるものと考えられる21。 
 
３．小括 
  
収益認識ＥＤにおいて収益認識のタイミングとなるのが支配の移転であることは上述した。
ＩＦＲＳは原則主義の基準であるといわれ22、会計処理の判断のための重要性の数値基準と
いった具体的な判断基準や処理方法はあまり示されないことに特徴がある。そのため具体的
な会計処理に当たっては基準に従い，企業がみずから判断する必要がある。 
 収益認識においても例外ではなく、顧実の支配の移転について指標があるものの、これら
の内容を総合的に判断して支配の移転の状況を判断することとなっている（収益認識ＥＤ２
９）そのため、企業の収益認識は出荷や、検収等の行為によって画一的に収益認識が行える
のではなく、その取引实態を把握し、どの時点で顧実に支配が移転したか原則に照らし合わ
せて判断することが要求される。また、顧実が支配を獲得したときに収益を認識することを
原則としているため、従来、日本において広く収益認識の基準として定着してきた出荷基準
では、運送の契約によっては法的所有権が顧実に移転したとは言えず、また、物理的占有権
も顧実が有しているとはいえないため、収益計上することが困難になると考えられる。さら
に、顧実に製品の返品権を与える取引や、製品保証契約を締結している販売契約について、
従来の収益の総額を計上して、返品額や製品保証額を見積もって引当金を計上する処理方法
から、返品や製品保証が見込まれる部分に関して加重平均的な見積もりを行い、その部分に
ついては収益を計上せず、实際に返品や製品保証の義務を履行したときや、当該契約が切れ
た時点において収益を認識する方法が提案されている（収益認識ＥＤ Ｂ５～Ｂ１８）。これ
らは従来の我が国の会計処理とは異なるため、収益認識のタイミングがずれることが懸念さ
れる。 
                                                   
 
21 秋葉賢一「ＩＡＳＢ公開草案「顧実との契約における収益認識」（下）（週刊 経営財務）平
成２２年９月２７日１２頁 
22 日本基準はルールベース（細則主義）と言われており、数値基準など詳細で具体的な規定が
ある程度設けられ、それに準拠して処理されることが多いといえるが、基準の整備されていない
分野もある。これに対し、ＩＦＲＳではプリンシプルベース（原則主義）の立場を取り、詳細な
ルールで会計処理を規定するのではなく、大きな原則を示し、これに基づいた会計処理と説明が
求められることになる。（日本公認会計士協会「正しく知りたいＩＦＲＳ」４頁） 
23 
 
 
 そして、このような我が国の会計基準のＩＦＲＳへのコンバージェンスないしアドプショ
ンによる会計処理の変更が、今後、法人税法の収益認識と乖離していった場合に、両者の収
益の帰属時期が問題となる。 
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第２章 法人税法上の収益認識の現状 
 
第１節 課税所得の概念 
  
１．所得概念 
 
法人税の課税対象は法人の所得のであり（法法５）、その課税標準は、法人の各事業年度の
所得の金額である（法法２１）。事業年度とは、法人の財産および損益の計算の単位となる期
間（会計期間）で、法令で定めるもの又は定款等で定めるものをいう（法法１３①）。 
法人の所得というのは、基本的には企業の利益と類似するものであって、法人の事業活動
の成果をいう23。しかし、法人税法及び所得税法にいう「所得」とは、税法上の固有概念で
あると解されており、税法独自の所得概念に基づいた解釈を必要としている。すなわち、税
法上の所得概念については、制限的所得概念と包括的所得概念が対比されて説明されてきた。
制限的所得概念とは、所得は反復的、継続的に一定の源泉から生ずる収入に限るという説で
ある。したがって、この説によれば、労働、営業、資産等を収入の源泉とする賃金、利潤、
利子、地代等は所得とされるが、キャピタル・ゲイン、宝くじの利得、相続や贈与による収
入等のような一時的、偶発的、恩恵的利得は所得とはされないのである。この考え方は、所
得源泉説あるいは反復的利得説とも呼ばれるが、イギリスおよびヨーロッパ諸国の所得税制
度は、伝統的にこの考え方に基づいてきた。この考え方では、キャピタル・ゲインのような
一時的・偶発的・恩恵的利得を所得の範囲から除外することになる。 
 これに対し、包括的所得概念は、担税力を増加させる経済的利得はすべて所得を構成す
ることになり、反復的・継続的利得のみならず、一時的・偶発的・恩恵的利得も所得に含ま
れることとなる。この考え方は、純資産増加説とも呼ばれている。ゲオルク・シャンツによ
れば、所得とは「あらゆる純収益および利用、第三者からの金銭価値のある給付、あらゆる
贈与、相続、遺贈、富くじの所得、保険金、保険年金、それからあらゆる値上り益」である
と説明される24。我が国では、税制調査会の「所得税法及び法人税法の整備に関する答申」（昭
和３８年１２月６日）においても、基本的には純資産増加説に基づく課税所得の整備を図る
                                                   
 
23 金子宏「租税法 第十四版」（弘文堂 ） 平成２１年２５５、２５６頁 
24 田中勝次郎「純資産増加説の誤解を解く」税と財１０巻６号１１頁 
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べきであるとして、次のように述べている（同答申、第２の１）。 
「所得税及び法人税における所得概念については、個別経済に即した担税力を測定する見
地からみて、基本的には、現行税法に表れているいわゆる純資産増加説（一定期間における
純資産の増加を所得と観念する説）の考え方に立ち、資産、事業及び勤労から生ずる経常的
な所得のほか、定型的な所得源泉によらない一時の所得も課税所得に含める立場をとるのが
適当であると考えられる。」 
このように、純資産増加説が重視されるに至った経緯は、「おそらく、国民経済が比較的単
純、未熟であった時代には、制限的所得概念はそれほど大きな不都合をもたなかったであろ
う。しかし、今回のように経済が高度化、複雑化し、所得の現象形態が多様化すると、もは
や制限的所得概念ではまかないきれず、公平な税負担の配分のためには包括的な所得概念が
必要である。また、所得税が租税制度の上でさしたる重要性をもたず、そこからの税収がと
るに足らなかった時代には、所得概念を狭くとらえることによる不公平は表面化しなかった
と思われる。しかし、所得税の比重が増大し、その負担が大きくなるほど、その不都合は表
面化し、所得概念を広く構成する必要性が強まるのである。25」と説明される。確かに、純
資産増加説が重視されるに至った背景としては、財政需要の増大に伴い、租税負担の公平を
求める要請が強まったことが最も重要な要因である。しかしながら、我が国やドイツの例に
見られるように、純資産増加説に基づく所得税制が採用された直接のきっかけは戦争等によ
る財政需要の増大にあり、取得の概念を見極めるという理論的分野においても、一国の財政
状態をいかにすべきか、という政策的問題も無視できない26。 
 
２．実定法上の課税所得 
 
法人税の課税標準については、「内国法人に対して課する各事業年度の所得に対する法人税
の課税標準は、各事業年度の所得の金額とする。」（法法２１）と定められており、また、「内
国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損金の額
を控除した金額とする。」（法法２２①）としている。この法人税法の基本規定からは、課税
所得とは、その基となるのが所得の金額であり、所得は益金の額と損金の額の差額概念とし
                                                   
 
25 金子宏「租税法における所得概念の構成」（法学協会雑誌８３巻９・１０合併号）１２４１頁
及び８５巻９号１２４９頁 
26 品川芳宠「課税所得と企業利益」（税務研究会出版局）昭和５７年 ２７～２９頁 
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て算定されることになるので、所得の金額の計算においては「益金の額」及び「損金の額」
が問題となる。この場合、益金の額及び損金の額は、例示的に法定されているが、所得につ
いては何ら規定されていないので、解釈に委ねられることとなる。 
この場合、昭和４０年改正前の旧法人税法９条１項は、「内国法人の各事業年度の所得は、
各事業年度の総益金から総損金を控除した金額による。」と定めていた。そして、昭和２５年
制定の旧法人税基本通達は、「総益金とは、法令により別段の定めのあるものの外、資本等取
引以外において、純資産増加の原因となるべき一切の事实をいう。」（同通達５１）と規定し
ていた。旧法人税基本通達の各規定は、総益金と総損金との対応関係が明らかにされていな
い等の批判はあったが、法人税法上の所得はいわゆる純資産増加説によっている旨の一つの
論拠となっていた27。 
課税所得を算定するに当たっては、法人税法２２条２項における「別段の定め」と「資本
等取引」について明らかにする必要がある。同条同項における「別段の定め」とは狭義では
法人税法第二編第１章第１節の第３款から第１１款までの規定（同法２３条から６５条まで）
を意味するが、広義では、租税特別措置法の法人税法の特例をはじめ、会社更生法等その他
の法令の規定による法人税の課税所得の金額に関する各特例規定を意味すると解される。ま
た、これらの別段の定めの多くは、確定決算上の会計処理の選択を事实上拘束することもあ
って、税法と企業会計の逆基準性と呼ばれることもある。 
「別段の定め」は、通常、①「益金の額に算入しない」又は「損金の額に算入する」及び、
②「益金の額に算入する」又は「損金の額に算入しない」という二つの性質に分けられ、四
つの表現を採っている。これにより、課税所得の範囲は、通常予定されている企業利益の範
囲より①の場合は狭くなり、②の場合には広くなることになる。 
これらの「別段の定め」は、それぞれの規定の性質に応じ、① 租税理論の固有の要請か
ら企業会計とは特に異なる規定を設けているもの、② 所得計算の理論は企業会計と基本的
には異ならないが、課税の公平等を図る趣旨から特に計算方法を画一的に規定しているもの、
③ 課税所得の計算方法に関する技術的な規定に関するもの（これに区分できるものは、①
と②から派生したものであり、それぞれの内容に応じて①と②に区分することも可能であ
る。）、の三つに大別することができる。 
これらの「別段の定め」の性質による区分については、ある意味では相対的であるといえ、
                                                   
 
27 品川・前掲注２６、４頁 
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特に、最近では、①と②の区分に一定のコンセンサスがあるとはいえず、このことが税法と
企業会計を殊更困難にしている原因ともなっている。 
また、課税所得加計算に当たっては、資本等取引による資産の増加は、益金の額から除外
されている。資本等の金額とは、資本の金額又は出資金額と資本積立金28との合計額をいう
（法法２・一六）。資本等取引は企業会計の、「資本取引と損益取引とを明瞭に区別し、特に
資本剰余金と利益剰余金とを混同してはならない。」（企業会計原則第一の三）という資本取
引・損益取引区分の原則の理念に共通しているものとも考えられるが、法人税法上の資本等
取引29は、独自の概念を有しており、またその内容は複雑であり、企業会計との関係にも大
きな問題を提起している。以上の所得概念及び实定法上の課税所得概念に照らし、その根幹
となる収益の額の計上問題を論じていく必要がある。 
 
第２節 法人税法における収益認識 
 
１．収益の認識基準 
 
（１）収益認識の通則規定 
 
イ．法人税法２２条２項 
 
                                                   
 
28 資本積立金額とは、主に、①株式の発行価額のうち、資本に組み入れなかった金額、②合併
により移転を受けた資産および負債の純資産価額から、当該合併により増加した資本の金額その
他の政令（法税令８条）で定める金額の合計額減算した金額、③分割型分割により移転を受けた
資産および負債の純資産額から、当該分割型分割により増加した資本の金額その他の政令（法税
令８条６号）で定める金額の合計額を減算した金額、等がある。 
29 資本等取引というのは①法人の資本金等の額（法法２条１６号・１７号の２、法令８条・８
条の２）の増加または減尐をする取引と、②法人が行う利益または剰余金の分配（資産流動化法
１１５条１項の中間配当を含む）の２つの概念であって（法法２２条５項）、このうち前者を狭義
の資本取引という。狭義の資本取引については、会社法も①「株式会社の会計は公正妥当と認め
られる企業会計の慣行に従うものとする」と定めており（同法４３１条。持分会社については同
法６１４条）、また、②株主となる者が会社に払込みまたは給付した額のうち資本金に計上しない
こととした額は資本取引によって生じたものであるという考え方のもとに、これを資本準備金と
して計上することを要求している（同法４４５条２項・３項。商法の旧２８８条の２に対応する
規定。なお、４４５条４項参照）。法人税法は、上記の企業会計原則と会社法の考え方を前提とし
て、資本等取引による収益と損失を益金の額および損金の範囲から除外しているのである（昭和
２５年の商法改正以前は、額面超過金等は、会社の純資産を増加させるから益金を構成すると解
されてきた。行判昭和２年３月７日行録３８輯３４３頁）。 
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法人税法上、収益の計上時期については長期割賦販売等（法法６３）や工事の請負（法
法６４）等について、別段の定めによってその例外が認められているが、その通則は法人税
法２２条２項及び同条４項の規定から考察するしかない（他に明文規定が存しない。）。法人
税法２２条２項は、その収益のもたらす取引の例示として、次のものを掲げている30。   
① 資産の販売 
② 有償による資産の譲渡 
③ 無償による資産の譲渡 
④ 有償による役務の提供 
⑤ 無償による役務の提供 
⑥ 無償による資産の譲受け 
同項は法人の各事業年度の益金の額を計算すべき基本条文であるが、この規定からは、
益金の額に算入すべき収益の源泉となる取引が何であるかは解せても、その収益の帰属時期
がいつであるかは、必ずしも明白に読み取ることができない。 
しかし、この法人税法２２条２項の規定から、益金の額に算入すべき収益の額は、当該
事業年度の対外的な取引により实現したものと当然に解釈し得るとする見解31もあるが、明
文の規定がない以上社会通念に従うこととし、健全な会計慣行を探求し、それにより法令の
解釈にあたるべきであるとする見解32の方が、同行の文理解釈あるいは法人税法２２条４項
の規定の趣旨からいって妥当であると考えられる。 
  
ロ．法人税法２２条４項 
                                                   
 
30 無償による資産の譲渡から収益が生じることについては、諸説ある。「正常な対価で取引を行
った者との間の負担の公平を維持し、同時に法人間の競争中立性を確保するために無償取引から
も収益が生じることを犠牲した創設的規定であるとする説」（適正所得算出説）。金子宏「租税法」
（弘文堂）平成２１年、２５７頁や、「無償による譲渡の場合には、現实的には収益は生じないが、
一旦収益が实現し、しかる後にそれが贈与されたものと考えるべきであるとする説」等の説があ
る。またこの問題については企業会計においても定説がなく、法人税法第２２条４項の公正処理
基準が適用される余地は乏しいと考えられている。企業会計審議会の「税法と企業会計との調整
に関する意見書」（昭和４１年１０月１７日）は、「資産を無償譲渡又は低廉譲渡した場合に、当
該資産の適正時価を導入して収益を計上することの当否については、企業会計原則上まだ何ら触
れるところがないので、これを明らかにすることは妥当である。」（総論三、（７））と述べている。
このように企業会計においても、無償譲渡の場合の収益計上は完全に否定された訳ではないとさ
れている。品川芳宠 前掲注２６、１６頁 
31 吉国二郎「法人税法（实務篇）」（財経詳報社）昭和４６年、９４頁 
32 忠佐市「税務会計法 第３版」（税務経理協会）昭和４２年、２０５頁 
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（イ）立法の趣旨 
 
法人税法２２条４項は、法人の収益・費用の額は「一般に公正妥当と認められる会計処理
の基準」に従って計算されるべき旨を定められている。この規定は、昭和４２年に、法人税
法の簡素化の一環として設けられたもので、法人所得の計算を原則として企業会計に準拠し
て行うこととしている33。 
課税所得と企業利益との調整問題は、古くから議論されてきたところであるが、制度上の
課税所得の計算が企業会計の利益計算に基礎をおく（法法７４）関係上、前者が後者に歩み
寄るべきであるとする議論が大勢を占めてきた。これらの議論を公的に具現するものとして、
次のような公的な意見書等の公表をあげることができる。 
まず、昭和２７年６月１６日発表の企業会計基準審議会「税法と企業会計原則との調整に
関する意見書」では、「企業の实際の純利益と实際の課税所得との間に不一致を生ずる事实を
無視しえないとしても、公正妥当な会計原則に従って算定される企業の純利益は課税所得の
基礎をなすものであり、税法上における企業の所得の概念は、この意味における企業の利益
から誘導されたものであることを認めなければならない。税法における所得計算の基本理念
もまた究極において、「一般に認められた会計原則」に根拠を求めなければならないのである。」
（総論第一）と述べ、「企業会計原則」の立場から税法との調整を要望した。 
その後、会計学界、産業界等で幾多の議論を経て、昭和４１年１０月１７日発表の企業会
計審議会「税法と企業会計との調整に関する意見書」では、「税法の各事業年度の課税所得は、
企業会計によって算出された企業利益を基礎とするものである。」ことを前提に、「企業の採
用する会計方法が不適切なものでない限り、企業利益を課税所得の基礎とすることが適当で
あると考えられる。」と述べ、諸外国の事例を参照しつつ法人税法の課税所得計算の総則的規
定として、「納税者の各事業年度の課税所得は、納税者が継続的に健全な会計慣行によって企
業利益を算出している場合には、当該企業利益に基づいて計算するものとする。・・・旨の規
定を設けることが適当である。」（総論一、１）と提言するに至った。 
税制調査会においても、昭和４１年１２月の「税制簡素化についての第一答申」において、
「税法は、・・・負担の公平という角度からすれば、ややもすれば画一的に取り扱いがちの課
                                                   
 
33 金子・前掲２３ ２６２頁、２６３頁 
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税所得の計算についても、適正な企業会計の慣行を奨励する見地から、実観的に計算ができ、
納税者と課税当局との間の紛争が避けられると認められる場合には、幅広い会計原理を認め
ることを明らかにすべきである。・・・.このような観点を明らかにするために、税法におい
て課税所得は、納税者たる企業が継続して適用する健全な会計慣行によって計算する旨の基
本規定を設ける。」（第３、一、Ⅰ、１）ことが適当である旨答申するに至った34。 
かくして、翌、昭和４２年の税制改正において法人税法２２条４項に、収益及び費用等の
額は、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算されるものとする。」と規
定されるに至った。 
その後、商法と「企業会計原則」との調整論議も活発になり、昭和４９年には、企業会計
原則の一部修正とともに、商法の一部改正がなされ、同法３２条２項に「商業帳簿ノ作成二
関スル規定ノ解釈二付イテハ公正ナル会計慣習ヲ斟酌スベシ」と規定され、平成１７年制定
の会社法においては「株式会社の会計は、一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従
うものとする。」（商４３１）とされた。また、金融商品取引法の内閣府令である「財務諸表
等の用語、様式及び作成方法に関する規則」１条では、財務諸表等の作成について、「一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に従うものとする。」と定められている。したがって、
課税所得の計算と企業利益の計算においては、「公正な会計処理基準ないし公正な会計慣行」
という基準により共通の基盤が明確にされたことになる35 36。  
 
（ロ）「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」の意義 
 
法人税法２２第４項の「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」は、一般的には、
この基準は、実観的な規範性を持つ公正妥当と認められる会計処理の基準という意味であり、
「企業会計原則」のように明文化された特定の基準を指すものではないと説明されてきた37。 
このように、当該規定は、具体的基準を有しないため、単に税制を複雑にしているにすぎ
ない、实質的な法規範性を有さない、解釈上疑義があり税務官庁の恣意的な解釈を招く等の
                                                   
 
34 品川・前掲注２６、１１～１３頁 
35 もっとも、このように３法の間において、用語それ自体が異なっているので、当該規定の趣
旨、解釈は異なるものとなっている。 
36 品川芳宠「法人税の課税所得の本質と企業利益との関係」税大論叢４０周年記念論文集 
37 国税庁｢昭和４２年改正税法のすべて｣、藤掛一雄｢法人税法の改正｣７５頁、吉国二郎・武田
昌輔｢法人税法（理論編）｣１７０頁等参照。 
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批判も多い。反面、当該規定の立法趣旨を積極的に解し、企業と税務官庁の努力いかんによ
っては租税法規、通達の簡素化が期待できるものとし、「一般に公正妥当と認められる会計処
理の基準」の解釈に具体的基準を欠くとしても、現行の税法（通達を含む。）、会社法、企業
会計原則を含む企業会計の基準等の諸規定と健全な会計慣行を集大成すればそれなりの基準
は生み出せるはずであると期待するむきも多い38。また、現行制度の課税所得の計算は、企
業の利益計算に基礎を置くという確定決算基準を採用しているものであるから、大きく両者
の目的が違わないにもかかわらず、互いに自己の計算倫理に固執することは、税務執行の円
滑化、納税者（企業）の利益計算コストの軽減と便宜性を図る見地からみて賢明なこととは
考えられない39。したがって、法人税法２２条４項の規定はそれが立法化されただけでも、
課税所得と企業利益とのそれぞれの計算規定での共通基盤を明確にしたという点で大きな意
義を有しているといえる40。 
また、企業会計と税法においては、企業会計の基準や会計慣行が必ずしも網羅的ではない
ことから、その内容が明確でないことが尐なくない。その意味で、企業会計の網の目は極め
て粗いといえる。しかも、企業経営における法人税の重要性の増大と租税訴訟の増加に伴っ
て、新しい問題が次々と生じている。結局、これらの場合に、何が公正妥当な会計処理の基
準であるかを判定するのは国税庁や、国税不服審判所の任務であり、最終的には裁判所の任
務である。したがって、これらに関する通達、判決例、裁判例等は、企業会計の内容を充足
する機能を果たしており、税務会計が企業会計に影響を与えているのである。この点から、
会計学と租税法学は相互に密接な関係をもっているといえる41。 
もっとも、近年の法人税の改正と企業会計基準の設定は、法人税法２２条４項の立法趣旨
とは別にそれぞれの独自性が強調されているため、「一般に公正妥当とに止められる会計処理
の基準」の解釈が一層困難になっており、その存在意義さえ問われている状態にあるともい
える。 
 
（２）引渡基準 
   
                                                   
 
38 吉国二郎・武田昌輔「法人税法（理論編）」（財経詳報社 昭和４３年）１７０頁 
39 品川芳宠「税法と企業会計基準」（週刊税務通信）平成１４年６月２４日号、８４頁 
40 品川・前掲注２６参照 
41 金子・前掲注２３、２６５頁 
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イ．引渡基準の論拠 
   
法人税法上、収益の額および費用または損失は、「一般に公正妥当と認められる会計処理の
基準」にしたがって計算されるものとされている（同法２２④）から、収益等の計上時期に
ついても当該規定が適用されるものと解される42。当該規定が特定の会計基準を指すもので
はないにしても、企業会計の实務の中で慣習として発達したもののなかから一般に公正妥当
と認められたところを要約したものとされている「企業会計原則」が一つの指針になるとさ
れる。この中で、同原則は实現主義によって収益を認識するものであることは上述した。 
 税務上もこのような实現主義による収益の認識基準については判例上も比較的早くから採
用されてきたところである。法人税法２２条４項は昭和４２年に立法されたものであるが、
その規定前の東京地裁昭和３６年１２月２２日判決（税訴資料３２号４７５頁）では、すで
に、「物品の販売において、税法上販売利益は、商品の引渡しという事实に伴って实現すると
解する主義（会計理論における实現主義、いわゆる販売基準）が従来の通説判例である。」旨
を判示している。 
 この实現の時期については、所有権移転登記等権利の確定した時または引き渡した時のい
ずれかに収益が实現したと考える見解も見受けられるが、過去の裁判例43から、後者の引き
渡し基準が重視される向きがある。 
 引渡し基準を最も鮮明に表わしているのが法人税基本通達である。通達とは上級行政庁が
法令の解釈や行政の運用方針などについて、下級行政庁に対してなす命令ないし指令である
（国家行政組織法１４条２項）44が、課税实務を实質的に拘束しているといわれる。法人税
基本通達は、取引ごとに収益の帰属事業年度を定めており、棚卸資産の販売収益については、
「たな卸資産の販売による収益の額は、その引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額
に算入する。」（同通達２－１－１）と定め、引渡基準のみによることを明らかにしている。 
                                                   
 
42 品川芳宠 「棚卸資産」日税研論集２２号 「所得の年度帰属」（ 平成４年）２８頁 
43 福岡高裁昭和６０年４月２日判決（税資１４５号１９３頁）、神戸地裁昭和６１年６月２５日
判決（税資１５２号４２８頁）、長崎地裁昭和５８年２月１８日（税資１２９号１８５頁） 
44 通達は、行政組織内部では拘束力をもつが、国民に対して拘束力をもつ法規ではなく、裁判
所もそれに拘束されない。したがって通達は租税法の法源ではない(前掲注１７ 金子 ９７、９
８頁)。しかし、税務行政においては、税務官庁から多数の税務通達が発出されており、租税法律
主義のもとでは法令によって定めるべき課税要件等を实質的に定めている税務通達も多い。その
ため、納税者側も税務通達の内容を理解していないと、まともな納税申告等ができないのが实態
である。品川芳宠 「租税法律主義と税務通達」 （ぎょうせい） 平成１５年２９、３０頁 
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 このような引渡基準については、他の取引の収益計上についても採用されているところで
あり、例えば、「請負による収益の額は、別に定めるものを除き、物の引渡しを要する請負契
約にあってはその目的物の全部を完成して相手方に引き渡した日、物の引渡しを要しない請
負契約にあってはその約した役務の全部を完了した日の属する事業年度の益金の額に算入す
る。」（同通達２－２－５）、「固定資産の譲渡による収益の額は、別に定めるものを除き、そ
の引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額に算入する。ただし、その固定資産が土地、
建物その他これらに類する資産である場合において、法人が当該固定資産の譲渡に関する契
約の効力発生の日の属する事業年度の益金の額に算入しているときは、これを認める。」（同
通達２－２－１４）と定められている。以上のような規定から、法人税法の解釈の一つの規
範となっている法人税基本通達では、引渡基準を重視しているといえる45。 
  
   ロ．「引渡し」の時期 
 
引渡基準においては、「引渡し」の時期の判定が問題となるところであるが、法人税基本通
達２－１－２は、棚卸資産の引渡しの日の判定を次のように定めている。 
「２－１－１の場合において、棚卸資産の引渡しの日がいつであるかについては、例えば
出荷した日、相手方が検収した日、相手方において使用収益ができることとなった日、検針
等により販売数量を確認した日等当該棚卸資産の種類及び性質、その販売に係る契約の内容
等に応じその引渡しの日として合理的であると認められる日のうち法人が継続してその収益
計上を行うこととしている日によるものとする。この場合において、当該棚卸資産が土地又
は土地の上に存する権利であり、その引渡しの日がいつであるかが明らかでないときは、次
に掲げる日のうちいずれか早い日にその引渡しがあったものとすることができる。 
①代金の相当部分（おおむね５０％以上）を収受するに至った日 
②所有権移転登記の申請（その登記の申請に必要な書類の相手方への交付を含む。）をした
日」。 
                                                   
 
45 改正前法人税基本通達においては、有価証券についても「有価証券の譲渡による収益の額は、
別に定めるものを除き、その引渡しのあった日の属する事業年度の益金の額に算入する」とされ
ていたが、現在は改正され、「相対取引により有価証券を売却している場合、金融商品取引法第３
７条の４《契約締結時等の書面の交付》に規定する書面に記載される約定日、売買契約書の締結
日などの当該相対取引の約定が成立した日」（同通達２－１－２２（２））と規定され、約定日が
収益認識の時点であると規定されている。 
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このような「引渡し日」の判定については、固定資産の譲渡についても準用されている（同
通達２－１－１４）。また、建設工事等の引渡しの日については「・・・例えば作業を結了し
た日、相手方の受入場所へ搬入した日、相手方が検収を完了した日、相手方において使用収
益ができることとなった日等当該建設工事等の種類及び性質、契約の内容等に応じその引渡
しの日として合理的であると認められる日のうち法人が継続してその収益計上を行うことと
している日によるものとする。」（同通達２－１－６）と定めている。 
以上のように、販売収益等の計上を引渡基準によるとしても、その場合の「引渡しの日」
は一様には確定し得ない。また、法人税基本通達２－１－２の判定基準を考えた際、「引渡し
の日」が確定していても、その販売代金等が確定していない場合には、その調整方法が問題
となるといえる。 
引渡しの多様性については、裁判例にも表れており、最高裁平成５年１１月２５日第１小
法廷判決（判時１４８９号９６頁）は、「法律上どの時点で代金請求権の行使が可能になるか
という基準によってみるならば、買い主に船荷証券を提供した時点において、商品の引渡し
により収入すべき権利が確定したしたものとして、その収益を計上するという会計処理が相
当なものということになる。しかし、今日の輸出取引においては、すでに船積時点で、売買
契約に基づく売り主の引渡し義務の履行は实質的に完了したものとみられるとともに・・・
船荷証券が発行されている場合でも商品の船積時点においてその取引によって収入すべき権
利が既に確定したものとして、これを収益に計上するという会計処理も、合理的であるとい
えるものであり・・・。」と判示している。 
 引渡基準は、特に、反復継続的に行われる商品売買に係る販売収益に関しては、当該商品
の所有権の移転等を重視する法的基準よりも商慣習や当該商品の物理的な移動が重視される
傾向が一層強いといえる46。 
 
（３）権利確定主義 
  
所得の年度帰属について、租税法においては権利確定主義という考え方が妥当すると考え
られてきたといわれる47。権利確定主義とは、外部の世界との間で取引が行われ、その対価
                                                   
 
46 品川・前掲注４２、３３頁 
47 金子宏「総論―権利確定主義は破綻したか」日税研論集２２号 「所得の年度帰属」（日本税
務研究センター）平成４年５頁 
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を収受すべき権利が確定した時点をもって所得の实現の時期とみる考え方である。 
 権利確定主義の系譜は、戦前までさかのぼるとされているが、それが年度帰属の一般原則
として妥当すると考えられるようになったのは、昭和２６年の「所得税取扱基本通達」（同年
１月１日直所 1－1 国税庁長官―国税局長）を契機としてである。同通達１９４は、「収入金
額とは、収入すべき金額をいい、収入すべき金額とは、収入する権利の確定した金額をいう」
と規定していた。また、法人税に関係が深い事業所得の収入金額の権利確定の時期について
は、事業所得については、権利の確定する時期は原則として収入すべき金額の基礎となった
契約の効力発生の時による。と規定した。これを受け、裁判例も、所得の年度帰属について
一般に権利確定主義を採用し、学説の多くもそれを支持するようになった。 
 しかし、権利確定主義に対しては、批判的な見解も見受けられる。昭和２７年の企業会計
審議会小委員会報告によって報告された「税法と企業会計原則との調整に関する意見書（同
年６月１６日企業会計基準審議会小委員会報告）」において、「公正妥当な会計原則に従つて
算定される企業の純利益は課税所得の基礎をなすものであり、税法上における企業の所得の
概念は、この意味における企業の利益から誘導されたものであることを認めなければならな
い。」と述べたのち、権利確定主義を、「発生主義における『発生』の意義を財貨または役務
の譲渡に伴う権利義務の発生の事实、換言すれば、企業の損益の確定を権利義務の確定とい
う証拠によらしめる」考え方としてとらえたうえで、発生主義と権利確定主義との関係につ
いて検討を加えている。 
また、その中において、「会計原則における発生主義とは、各事業年度に対して当該事業年
度の負担するべき費用および当該事業年度に帰属すべき収益を、産業社会の通念たる会計慣
行に従つて適正に割り当てるための会計処理の基準を意味し、必ずしも損益の確定をそれに
伴う権利義務の確定に基かしめるものではない。取引の遂行における債権債務の確定という
法的根拠は、会計上における外部証拠として、もちろん会計原則においても無視するもので
はないが各会計期間に対る費用収益の適正な割り当てを主眼とするから、権利義務の年度帰
属と費用収益の年度帰属とは、会計期末においては、会計処理の上では必ずしも一致しない。
換言すれば、権利義務の確定した取引はもちろんすべて会計記録の対象とならなければなら
ないが、会計期末において確实に権利義務の成立が時期において予期される会計事实にして、
すでに費用収益の発生の事实が証明されるものは、会計記録の対象となる。権利義務の確定
性の問題は、あらゆる場合を通ずる費用収益認識の基準ではありえないのである。かくして
権利確定主義は、健全な会計慣行における発生主義と若干の点で一致しない場合があり、と
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きとして企業の合理的運営に影響するきらいがある。」と述べ、権利確定主義に対して、企業
会計の発生主義との関係において批判的に検討している。また、旧基本通達の制定後におい
て、多くの判決において権利確定主義の言葉が用いられるものの、一般に公正妥当と認めら
れる会計処理の基準の具現と解するもの、収益計上に関してリーガル・テストを強調するも
の等、極めて多義的に用いられてきた48。このように、権利確定の内容が不明確である点、
商取引の实態や企業会計上の収益認識にそぐわないこと、違法所得のような権利の確定しな
い収益の計上基準としてなじまないこと等の問題がある旨の批判も高じた。そして、昭和４
０年の所得税法の全面改定に基づき、所得税基本通達も昭和４５年に全面的に改正された。
改正通達は、収益の帰属年度に関する規定についても大幅な改正を加え、旧通達上において
規定されていた「権利の確定」という表現が用いられなくなり、譲渡所得については原則的
な収益認識基準として、所有権移転基準の代わりに引渡基準が採用されることとなった。 
 もっとも、権利確定主義という「法的基準」ですべての場合を律するのではなく、場合に
よっては、利得が納税者のコントロールのもとに入ったという意味での「管理支配基準」に
よって権利確定主義を補完することによって、違法な所得についても課税の対象となる所得
を構成することができるとされ49、権利確定主義は現在においても強く支持されている50。 
  
２．個別取引における収益認識 
 
（１）棚卸資産の販売 
 
イ．棚卸資産の意義と引渡基準 
  
棚卸資産は、企業が製造業や小売業などを営んでいる場合に、非常に重要な資産であるが、
法人税法上、「商品、製品、半製品、仕掛品、原材料その他の資産で棚卸しをすべきものとし
て政令で定めるもの（有価証券及び第６１条第１項（短期売買商品の譲渡損益及び時価評価
損益の益金又は損金算入）に規定する短期売買商品を除く。）をいう。」（同法２条二十）と規
                                                   
 
48 品川芳宠「法人税の判例」（ぎょうせい） 平成６年、19 頁 
49 管理支配基準についての判例は、農地の譲渡についての判例（最高裁昭和６０年４月１８日
月報３１巻１２号３１４７頁）矯正歯科医が矯正装置の装着の日に一括して矯正量を受領した場
合（高松高裁平成８年３月２６日行栽例集４７巻３号３２５頁）等がある。 
50 この点に関して述べられている文献として金子・注４７を参照。 
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定されている。また、同法施行令において、「法第２条第２０号 （棚卸資産の意義）に規定
する政令で定める資産は、次に掲げる資産とする。  
一  商品又は製品（副産物及び作業くずを含む。）  
二  半製品  
三  仕掛品（半成工事を含む。）  
四  主要原材料  
五  補助原材料  
六  消耗品で貯蔵中のもの  
七  前各号に掲げる資産に準ずるもの」とされている。 
 棚卸資産における収益認識基準は、实務上、引渡基準によって収益を認識しているといえ
る。引渡基準における引渡しの時期については、法人税法基本通達により規定されているこ
とは上述したとおりである（法基通２－１－１）。税法において棚卸資産は定義づけられてい
るものの、企業会計上の棚卸資産の考え方に深く関わっているものである。ＡＳＢＪが平成
１８年７月５ 日に公表した「棚卸資産の評価に関する会計基準」において、棚卸資産は以下
のように規定されている（同会計基準２８）。 
「棚卸資産の範囲は、原則として、連続意見書 第四に定める次の４項目のいずれかに該当す
る財貨又は用役であるとされている51。 
(１) 通常の営業過程において販売するために保有する財貨又は用役 
(２) 販売を目的として現に製造中の財貨又は用役 
(３) 販売目的の財貨又は用役を生産するために短期間に消費されるべき財貨 
(４) 販売活動及び一般管理活動において短期間に消費されるべき財貨」 
国際的な会計基準においては（４）のようなものは棚卸資産に含まないとされているが、
本会計基準においては、「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書第四 棚卸
資産の評価について」を踏襲し、企業がその営業目的を達成するために所有し、かつ、売却
を予定する資産のほか、従来から棚卸資産に含められてきた販売活動及び一般管理活動にお
                                                   
 
51 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和３８年１１月２７日大蔵省令第五
１９号）においては、棚卸資産として、「商品（販売の目的をもつて所有する土地、建物その他の
不動産を含む。以下同じ。）製品、副産物及び作業くず、半製品（自製部分品を含む。）、 原料及
び材料（購入部分品を含む。）、仕掛品及び半成工事 、消耗品、消耗工具、器具及び備品その他の
貯蔵品で相当価額以上のもの」と規定されている。  
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いて短期間に消費される事務用消耗品等も棚卸資産に含めている52。以上のように、税法上
の「棚卸資産」の範囲については、独自の定義が設けられているものの、企業会計上の棚卸
資産の考え方に深く関わっている。 
 棚卸資産の代表的なものともいえる商品、製品等は当該資産の販売形態から、収益の認識
時期については販売基準が最も適用しているといえる。すなわち、前述の法人税基本通達に
おいて規定されているように、引渡しの具体的な判定については、当該商品の「出荷」また
は「検収」が用いられる（同通達２－１－２）が、このような「出荷」や「検収」という概
念は、動産商品の販売過程において最もよく把握しうるものである。 
 
ロ．判例の動向 
 
動産商品に関する判例としては、まず大阪地裁昭和６１年４月１６日判決（税訴資料１７
９号３５０１頁）は、請負の場合の取引について売上収益の認識時期を争った事件であるが、
「弁護人主張の各取引は、いずれも請負契約であり、相手方に対し物の引渡を要するもので
あるから、その売上収益は、請負契約の内容を充足する目的物を完成して引き渡した日の属
する事業年度の収益となる。そして、右引渡時期は、その請負契約の内容性質等に応じ、引
渡の日として会計学上合理的であると認められる日であって、かつ、当該法人が継続してそ
の収益計上を行うこととしている日に従うのが相当である。」としている。そして、単品の引
渡について、「被告人会社は、単品については相手方にこれを引き渡したときに売上計上する
方法を採用した旨述べるが、その方法自体は正当である、しかし、被告人会社は相手方との
取引に際し、相手方検収後に代金の支払いを受ける旨の約定・・・の取引を多数している以
上、従前、引渡の際に売上を計上する方法を継続して採用してきたものとも認められない。
したがって、右の検収後に代金を支払う旨の約定がなされている場合には、相手方検収時に
売上を計上する方法が相当である。」とし、企業会計原則を準用して、商品等の販売に関して
は引渡基準を原則とする旨が判示された。 
次に、鹿児島地裁昭和５０年１２月２６日判決（税訴資料８３号８２３頁）は商品販売の
                                                   
 
52 （４）の資産については、連続意見書四において、「工場の事務用消耗品は供用されるととも
に間接費として製品に化体するから棚卸資産である。製品の实体の一部を構成する包装用品も棚
卸資産である。その他の事務用消耗品、荷造用品は販売の対象たる製品に化体しないが、短期的
費用財の性格をもつから棚卸資産である。」と規定されている。 
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収益計上について次のように判示している。 
「資産の売買に関する収益の帰属すべき事業年度については、法人税法およびその関係法
令上、直接には規定がないが、法人税法第２２条第４項は損益の計算について一般に公正妥
当と認められる会計処理の基準に従うべき旨規定しているところ、企業利益計算上の会計慣
行の準則である企業会計原則（経済安定本部企業会計制度調査会昭和２４年７月、中間報告）
は、損益の計算については原則としていわゆる発生主義によるべきとしつつも（同一Ａ）、商
品等の売上高についてはいわゆる实現主義の原則に従うべき旨規定している（同三Ｂ）こと、
同条第３項第２号は損金の計算について、いわゆる権利確定主義を採用すべき旨規定してい
ること、および法人税法の要請する課税の公平、明瞭、確实、普遍等の諸原則を勘案すると、
原則として売買契約の効力の発生する日の属する事業年度の益金に算入すべきである（いわ
ゆる権利発生主義）が、商品、製品等の販売にあたっては、引渡あるいは検収完了等、所得
を生ずべき権利の所得实現の可能性が確实になったものと実観的に認められるに至った時期
を含む事業年度の益金に算入すべきである（いわゆる権利確定主義）とするのが相当である
（法人税法基本通達第２４９号参照）と判示している。 
本件判決は、土木工事用の矢板の販売にかかる収益の計上時期をその製品を工事会社に引
き渡した時である旨判示したものであるが、その引渡時点に限定することなく「引渡あるい
は検収完了等、所得を生ずべき権利の所得实現の可能性が確实になったものと実観的に認め
られるに至った時期」にその収益を計上すべきであるとして、その収益の計上に一定の幅を
認めたものの、当該矢板の工事における打込み完了時まで収益計上を引き延ばすことはでき
ないことを明らかにした。 
このように、収益計上時期について一定の幅があるとしても、一定の計上方法の継続性が
問題となるところであるが、京都地裁昭和３４年１月３１日判決（行裁例集１０巻１号９０
項）では、販売収益の計上は引渡基準によるのが法人経営の实態に適うものである旨判示し、
その引渡時の態様、選択等に関し、「例えば、引渡物件を特定した時、又は引渡物件を特定し
た時又は引渡物件を発送した時あるいは引渡の条件を完了した時等のうち任意の位置時期を
特定しその時の事業年度の益金又は損金に算入することもまた結局は右の権利発生主義乃至
は権利確定主義にのっとるものとして何ら妨げないものというべきである。しかしながら、
当該法人においてたん右各時期のうち一時期を特定しその時の属する事業年度の益金又は損
金に算入する会計処理方法をとる以上は、法人課税所得の申告の公平を保証する見地から、
みだりに一部取引についてのみ損金算入時期を殊更別異の時期とすることが許されないのは
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言うまでもない」と判示し、原告会社において従来製品発送の時期に売上を計上し益金に計
上する会計処理方法をとっていたことが認められる旨事实認定した上で、本件において期末
直前に発送した製品の一部を取引先において検収が完了していないからといって棚卸資産に
含め販売収益に計上しなかったのは違法である旨判示した。 
以上のように、複数の会計処理の選択が認められている場合に、一つの会計処理を選択し
たときには、その継続適用が求められていることは企業会計上の理念であり53、法人税法の
規定もそれを前提としていることからすれば、当然のことではあるが、本判決がそれを明ら
かにしたことが比較的早期であることに注目される。 
次に、商品の販売であっても、輸出等の海外取引については、その取引の特性が引渡時点
の判定にも影響を及ぼしている。輸出取引における収益計上の基準になり得るものとしては、
①出庫基準、②船積日基準、③通関基準、④船荷証券等作成日基準、⑤揚地条件受渡し日基
準等が考えられるが、貿易業において船積日基準が、収益計上基準の鉄則であるかのように
实務上広く一般的に採用されているといわれる54。前掲の最高裁平成５年１１月２５日第１
小法廷判決は、原告 X が輸出取引をした際に、荷為替手形を取引銀行で買い取ってもらい、
船荷証券を取引銀行に交付することによって商品の引渡しをしたものとして、為替取組日基
準によって収益を計上していたが、それに対して、課税庁が、為替取組日基準により収益を
計上する会計処理は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に適合しないといって、
争った事件である。これに対し裁判所は、「今日の輸出取引においては、既に商品の船積時点
で、売買契約に基づく売主の引渡義務の履行は、实質的に完了したものとみられるとともに、
前記のとおり、売主は、商品の船積みを完了すれば、その時点以降はいつでも、取引銀行に
為替手形を買い取ってもらうことにより、売買代金相当額の回収を図り得るという实情にあ
るから、右船積時点において、売買契約による代金請求権が確定したものとみることができ
る。したがって、このような輸出取引の経済的实態からすると、船荷証券が発行されている
場合でも、商品の船積時点において、その取引によって収入すべき権利が既に確定したもの
として、これを収益に計上するという会計処理も、合理的なものというべきであり、一般に
                                                   
 
53 継続性の原則は企業会計原則第一一般原則五において「企業会計は、その処理の原則及び手
続を毎期継続して適用し、みだりにこれを変更してはならない。」と規定されている。継続性の原
則は文言上、会計処理の原則及び手続（会計処理方法）の継続性についてのみ規定しているが、
实務上は、会計処理方法の継続性に加え、表示方法の継続性も要求される（「財務諸表等の用語、
様式及び作成方法に関する規則」第５条） 
54 小堀好夫、北井魁「貿易商社」（第一法規出版） 昭和５７年、９０頁 
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公正妥当と認められる会計処理の基準に適合するものということができる。」と判示し、船積
日基準により収益を計上することが適切としている。また、「これに対して、上告人が採用し
ている会計処理は、荷為替手形を取引銀行で買い取ってもらう際に船荷証券を取引銀行に交
付することによって商品の引渡しをしたものとして、為替取組日基準によって収益を計上す
るものである。しかし、この船荷証券の交付は、売買契約に基づく引渡義務の履行としてさ
れるものではなく、為替手形を買い取ってもらうための担保として、これを取引銀行に提供
するものであるから、右の交付の時点をもって売買契約上の商品の引渡しがあったとするこ
とはできない。そうすると、上告人が採用している為替取組日基準は、右のように商品の船
積みによって既に確定したものとみられる売買代金請求権を、為替手形を取引銀行に買い取
ってもらうことにより現实に売買代金相当額を回収する時点まで待って、収益に計上するも
のであって、その収益計上時期を人為的に操作する余地を生じさせる点において、一般に公
正妥当と認められる会計処理の基準に適合するものとはいえないというべきである。このよ
うな処理による企業の利益計算は、法人税法の企図する公平な所得計算の要請という観点か
らも是認し難いものといわざるを得ない。」と判示し、原告 X の上告を棄却した。この判決
については、為替取組日基準については会計实務においても、それは、「一種の回収基準と同
様の考え方であり、発生主義（实現主義）の観点から採用には問題が残る」55とされている。
本判決は、これらの会計实務と同様の見地に立つものであり、「輸出取引による収益稼得にと
って、船積みが決定的な事象であるという志向が働いていることが窺える」と指摘される56。
しかし、これに対しては反対意見もある57。 
                                                   
 
55 小堀・北井前掲注４２、９２頁 
56 醍醐聰 「会計学講義 第３版」（東京大学出版会）平成１６年、２７１頁 
57 本判決の反対意見は、何時をもって商品引渡しが完了したとみることができるかにつき多数
意見と見解を異にしており（清永敬次 民商１１１巻１号１４５頁、１５６頁。反対意見は取引
銀行への荷為替手形を譲渡した時点で売主として商品引渡しのためになすべきことが完了したと
みる）、その対立の最大の理由は両社の荷為替取組のとらえ方の差異に見出される（多数意見では、
売買契約に基づく買い主の引き渡し義務の履行としてされるものではなく、その法的性質に従い、
船荷証券を担保とする為替手形の売買、すなわち、資金回収の手段と捉えるのに対し、反対意見
は、為替手形の取組みをもって「買い主に対する船荷証券の発送」（味村裁判官）ないし「売主の
引渡義務履行のために必要な行為」（大白裁判官）とする。綿引万里子 曹時４７巻１２号３２５
３頁）。この、何時をもって商品の引き渡しが完了したかということだけを捉えると、為替取組日
基準が不合理とまでは一概に言えない面があると思われるところ（酒巻俊雄 「平成５年度重判
解」 ジュリスト１０４６号１０４頁）多数意見はまた、為替取組日基準が収益計上時期を人為
的に操作する余地を生じさせること（船積日が当事者双方の合意によって決定されるのと対比の
こと）に言及する。この点につき大白裁判官の反対意見が存するが、しかし「収益計上時期を人
為的に操作することが可能であるということは、それ自体、当期の収益の性格な把握に適さない
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また、同じ輸出取引であっても、プラント装置の輸出取引の収益計上時期が争われた大阪
地裁昭和６１年９月２５日判決（税資１５３号７８５頁）（被告は船積時に収益を計上する旨
の課税処分を行い、原告会社は、当該収益計上は製品が取引先に研修された後の性能値達成
義務履行時である旨争った。）は、原告会社はその製作販売するろ過装置につき性質上当然に
性能値達成義務を負い、そのため必ず技術者を現地に派遣しなければならないこと、原告会
社は従来からろ過装置の販売については一貫して検収時を収益計上時期として会計処理をし
てきたところ、被告もその処理を是認してきたこと等の事实を認定したうえで、「当該裁判所
も原告が製作販売するろ過装置の特質及び各契約内容に照らし、原告がその収益計上時期を
検収時とすることには合理性があると思科する。・・・原告は船積み後 20 カ月の経過をもっ
て性能値達成義務を免れた結果、検収済みと同様の状態に至ったと認めているから右免責時
である」と判示している。本判決は、輸出取引における収益計上に関し、引渡基準のうち検
収基準の採用を認めたものであるが、その検収の内容もアフターサービスを要するプラント
輸出の特質を反映しているものである。 
 
ハ．委託販売 
 
法人税基本通達の２－１－３において委託販売における収益帰属の時期について、「棚卸資
産の委託販売による収益の額は、その委託品について受託者が販売をした日の属する事業年
度の益金の額に算入する。ただし、当該委託品についての売上計算書が売上の都度作成され
送付されている場合において、法人が継続してその収益を当該売上計算書の到達した日の属
する事業年度の益金の額に算入しているときは、これを認める。」と規定されている。これは
企業会計原則注解６の（１）の規定と調整が図られたものである。 
 
二．特殊販売（試用販売、予約販売） 
 
                                                                                                                                                          
 
会計処理であるということだけでなく、収益計上基準時を人為的に遅らせることにより納税の繰
り延べが可能になるという問題も含む」ことが指摘される（綿引 前掲３２５４頁、佐藤孝一「税
経通信」４９巻３号２３９頁、２６５頁）。ここでは、法人税法が意図する公平な課税の实現とい
う立場が重要な観点として加わっているといえる。（野田博「別冊ジュリスト租税判例百選 第４
版」（有斐閣 平成１７年）１２７頁 
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企業会計原則は通常の販売ではない特殊販売58（試用販売と予約販売）における实現主義
の適用について、それぞれ規定し、収益の計上時期を明示していることは前述した。しかし
法人税法は試用販売と予約販売についてなんら見解を示していない。したがって課税所得計
算における特殊販売の収益認識基準は、法人税法２２条４項の一般に公正妥当と認められる
会計処理の基準が適用されるものであると解し、一般に公正妥当と認められた会計処理の一
部を構成する「企業会計原則」の指示に従うこととなる59。すなわち、試用品においては双
方の意思表示のとき、予約販売にあっては決算日までに商品の引渡し又は役務の給付が完了
した分だけを当期の収益として認識することになる。 
 
ホ．割賦販売 
 
商品等の販売又は役務の提供による収益は、前述のとおり、商品等を引き渡したときに計
上する引渡基準が原則である。しかし、割賦販売は、通常の販売と異なり、その代金回収が
長期にわたり分割払いであることから、企業会計では割賦基準又は回収基準を適用して収益
の繰り延べを行うことが慣行となっている。税務においても、この会計慣行を尊重しつつ、
納税資金の面を考慮して割賦基準の方法による経理の選択を認める特例が認められていた。 
ところが、平成１０年３月の税制改正で、法人税率引下げの財源としての課税ベースの拡
大の一環として、割賦販売等による損益についての割賦基準の方法による経理の選択制が廃
止され、原則として販売基準によることとされた60。ただし、賦払機関が２年以上であるこ
と等、所定の要件を満たす商品等の割賦販売等（長期割賦販売等）については、延払基準に
より収益及び費用を計算することができる61。 
 
へ．長期割賦販売 
                                                   
 
58 割賦販売については法人税法上規定があるのでここでは含めないこととする。 
59 品川・前掲注２３、５５、５６頁 
60 中村利雄・岡田至康「法人税法要論」（税務研究会出版局） 平成２１年、６６頁。 
 
61 この割賦販売の規定は権利確定主義の例外であると説明されることがある。すなわち、権利
確定主義を厳格に適用すれば、資産の販売・譲渡、工事の完成・引渡、又は役務の提供の時に収
益が発生するはずであるが、代金回収が長期にわたり、しかも分割払いであるため納税資金が不
足することを考慮して、契約上賦払金の支払期日とされている日を含む事業年度に収益を計上す
ることが認められている（金子・前掲注２３、２６８頁）。 
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機械設備、船舶、車両等の譲渡については、その時々の相手方との個別契約により、その
代金を長期にわたり分割払いとするいわゆる延払条件付譲渡が行われることが多いが、この
延払条件付譲渡についても、その資産の譲渡等をした時の収益に計上するのが原則である。
しかし、延払条件付譲渡の場合は、概してその金額が大きいので、その収益实現の認識を原
則通り实施すれば、割賦販売の場合以上に納税資金の面から大きな困難さを伴うこととなる。
そこで、従前から、割賦販売と同様、収益計上時期の特例として延払基準の方法により経理
することが認められていたが、平成１０年３月の改正で、これを「長期割賦販売等62」とし
て延払基準の方法を規定した（長期割賦販売等に係る延払基準は、従前の延払基準と異なり
損失の生じたものについて認められる。）。すなわち、長期割賦販売等による損益について、
継続して確定した決算において延払基準の方法により経理した時は、未实現利益の繰延が認
められる63（法法６３①）。 
 
ト．小括 
  
以上のように、棚卸資産の収益計上時期に関しては实務上も問題となるところであり、ま
た数多くの裁判で収益計上時期が争われてきた。その中でも、棚卸資産の収益認識時期とし
ては、引渡基準を基本として、その引渡の時期については出荷基準、検収基準を取引实態に
照らしてそれぞれ適用しているといえる。また、商慣習等による種々の特殊な商品販売に関
しては、企業会計と歩調を合わせているもの、割賦販売や長期工事の請負のように収益の帰
属年度について法人税法で規定し、企業会計基準とは異なる独自の規定を設けているものも
                                                   
 
62 長期割賦販売等とは、「資産の販売等で次に掲げる要件に適合する条件を定めた契約に基づき
当該条件により行われるもの及びリース譲渡をいう。  
一  月賦、年賦その他の賦払の方法により３回以上に分割して対価の支払を受けること。  
二  その資産の販売等に係る目的物又は役務の引渡し又は提供の期日の翌日から最後の賦払金
の支払の期日までの期間が２年以上であること。  
三  その他政令で定める要件」（法法６３⑥、）と規定している。なお、三のその他政令で定める
要件とは、「当該契約において定められているその資産の販売等の目的物の引渡しの期日までに支
払の期日の到来する賦払金の額の合計額がその資産の販売等の対価の額の３分の２以下となつて
いることとする。」（法令１２７）と規定されている。 
63 平成１９年度税制改正により、長期割賦販売等の範囲に売買があったものとされるリース資
産の引渡しも含まれることとなった。この改正は、平成２０年４月１日以後に締結される契約に
係るリース取引について適用し、同日前に締結された契約については従前道理とされている。 
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存在している。 
 
（２）固定資産の譲渡 
 
イ．収益計上の原則 
 
固定資産は、法人税法において、「土地（土地の上に存する権利を含む。）、減価償却資産、
電話加入権その他の資産で政令で定めるものをいう。」（同法２二十二）と定められ、また、
減価償却資産は、「建物、構築物、機械及び装置、船舶、車両及び運搬具、工具、器具及び備
品、鉱業権その他の資産で償却をすべきものとして政令で定めるものをいう。」（同法２二十
三）と定められている。また、同法施行令において、詳細な固定資産、減価償却資産の例示
がなされている64。 
 固定資産の譲渡による収益は、法人税法２２条２項、４項に従って、収益認識されるが、
具体的な収益認識時点としては、引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額に算入する
（法人税基本通達２－１－１４）ものと解されている。ただし、「その固定資産が土地、建物
その他これらに類する資産である場合において、法人が当該固定資産の譲渡に関する契約の
効力発生の日の属する事業年度の益金の額に算入しているときは、これを認める。」（同通達
２－１－１４）としている。これは、固定資産のうち、土地、建物、構築物等については、
一般的にその引渡しの事实関係が外形上明らかでないことが多いので、法人がその譲渡契約
の効力の発生の日（一般には、特約のない限り契約締結の日）の属する事業年度で収益計上
することとしている場合にはこれを認めることとされ、いわゆる契約基準が導入されている
と考えられている65。なお、引渡しの日がいつであるかは、同通達２－１－２のたな卸資産
                                                   
 
64 法人税法施行令第十二条において、土地（土地の上に存する権利を含む。）、次条各号に掲げ
る資産 、電話加入権 、前三号に掲げる資産に準ずるものとさだめられ、同施行令第十三条にお
いて建物及びその附属設備（暖冷房設備、照明設備、通風設備、昇降機その他建物に附属する設
備をいう。）、構築物（ドック、橋、岸壁、さん橋、軌道、貯水池、坑道、煙突その他土地に定着
する土木設備又は工作物をいう。）、機械及び装置、船舶、航空機や  
無形固定資産として、鉱業権（租鉱権及び採石権その他土石を採掘し又は採取する権利を含む。）、
漁業権（入漁権を含む。）、ダム使用権、特許権、商標権、ソフトウエア、営業権 
利用して水の供給を受ける権利をいう。）。また、牛、馬、豚、綿羊及びやぎ等の生物（同施行令
第七号に掲げるものに該当するものを除く。）かんきつ樹、りんご樹、ぶどう樹、などが挙げられ
ている。 
65 窪田悟嗣 「法人税基本通達逐条解説 五訂版」（税務研究会出版局）平成２０年、９９頁 
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の販売による収益の帰属時期の例による。 
  
ロ．個別資産の収益計上 
 
農地については、同通達上、特例が設けられており、「農地の譲渡があった場合において、
当該農地の譲渡に関する契約が農地法上の許可を受けなければその効力を生じないものであ
るため、法人がその譲渡による収益の額をその許可のあった日の属する事業年度の益金の額
に算入しているときは、これを認める。」（同通達２－１－１５）と規定されている。これは、
農地については、農地法上、その譲渡に関する契約は、農地転用に関する許可または譲渡に
関する許可がなければ、その効力が生じないこととされている（同法３、５）からである。
このため、農地の譲渡に関する契約は、農地法上の許可を受けることを停止条件とする契約
であると解されているから、その停止条件が成就した時（農地法上の許可があった時）に契
約の効力発生があったということになる66。 
 次に、無形資産である工業所有権の譲渡について、法人税基本通達では、「工業所有権等67
（特許権、实用新案権、意匠権及び商標権並びにこれらの権利に係る出願権及び实施権をい
う。以下この節において同じ。）の譲渡又は实施権の設定により受ける対価（使用料を除く。
以下２－１－１６において同じ。）の額は、原則としてその譲渡又は設定に関する契約の効力
発生の日の属する事業年度の益金の額に算入する。ただし、その譲渡又は設定の効力が登録
により生ずることとなっている場合において、法人がその登録の日の属する事業年度の益金
の額に算入しているときは、これを認める。」（同通達２－１－１６）と規定されている。 
本通達においては、工業所有権等の譲渡または实施権の設定によって受ける対価について
は、原則として、その譲渡又は設定に関する契約の効力の発生の日に収益計上するべきこと
になるのであるが、その譲渡又は設定の効力が登録によって生じることになっている場合に
は、登録基準により収益計上することも妨げないこととされている。一般的には、工業所有
                                                   
 
66 この規定は、農地の譲渡といえ、引渡基準により収益計上することすることを妨げるもので
はないが、仮に法人が契約基準により農地法上の許可があった日の属する事業年度で譲渡があっ
たものとして収益計上した場合には、農地法上との関係上、税務上もこれを認めざるを得ないと
いうことになる。（窪田・前掲注６５、１００頁） 
67 「工業所有権」というのは、特許権、实用新案権、意匠権及び商標権の４件をいうが、これ
らの権利に係る出願権及び实施権についても、これに含めて同じように取り扱うという前提で本
通達が定められている。 
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権の移転または専用实施権の設定等については登録がその効力発生の要件とされているので
（特許法９８①、实用新案法２６等）、このような取扱いが設けられたのである68。 
 次に、ノーハウの頭金等の帰属の時期について、法人税基本通達において、「ノーハウの設
定契約に際して支払を受ける一時金又は頭金の額は、当該ノーハウの開示を完了した日の属
する事業年度の益金の額に算入する。ただし、ノーハウの開示が２回以上にわたって分割し
て行われ、かつ、その一時金又は頭金の支払がほぼこれに見合って分割して行われることと
なっている場合には、その開示をした都度これに見合って支払を受けるべき金額をその開示
をした日の属する事業年度の益金の額に算入する。」（同通達２－１－１７）と規定されてい
る。「ノーハウ」とは、工業所有権のように登録によって権利の保護を受けるに至っていない
生産技術に関する实務上の権利であるが、その性質上、一般に工業所有権と同じように、若
しくはしばしば工業使用権と一体のものとして、いわば物権的な権利として取引の対象とさ
れている。 
 そして、このようなノーハウの設定は、その性質上、相手方にノーハウの内容を開示した
上でその利用を許諾するという経過になるので、その設定契約際して支払を受ける一時金又
は頭金の額は、ノーハウの開示を完了した時点で収入すべきことが確定することになるから、
その開示完了日の属する事業年度の収益として処理すべきことになる。ただし、ノーハウの
開示が２回以上にわたって分割して行われ、しかもその一時金又は頭金の支払がほぼこれに
見合って分割して支払われるというような場合には、いわば部分的に収益が確定することに
なるので、その開示した都度、これに見合って支払いを受けるべき金額を収益の額に計上す
れば足り、当初に全体の金額を未収計上する必要はないとされている69。 
 
ハ．判例の動向 
 
法人税法に係る固定資産の譲渡による収益の帰属時期に関する判決の傾向は、次の通りで
ある。まず、東京地裁昭和４６年５月１２日判決（行裁例集２２巻５号６６２頁）は、「しか
るところ、企業会計制度対策調査会（終戦後、大蔵省経済安定本部に設置人）が「・・・昭
和２４年７月公表した「企業会計原則」は一方において「損益計算書は企業の経営成績を明
                                                   
 
68 窪田・前掲注６５、１０２頁 
69 窪田・前掲注６５、１０３頁 
48 
 
 
らかにするため、一会計期間に発生したすべての収益とこれに対応するすべての費用とを記
載し、当期純利益を表示しなければならない」（第二損益計算書原則の一）として、損益計算
書の記載については原則として収益発生主義（税法上のいわゆる権利確定主義にあたる。）に
よるべきことを示しながら、他方において「売上高は实現主義の原則に従い、商品の販売又
は役務の給付によつて实現したものに限る。未だ売却済とならない積送品及び試用販売、割
賦販売、予約販売等に関する未实現収益は、原則として、当期の収益に算入してはならない。
但し、長期の未完成請負工事等については、適正に利益を見積り、これを当期の収益に計上
することができる。」（三（営業利益）Ｂ）として、商品の販売に関する記帳については収益
实現主義によるべきことを示し（それは企業会計の目的から生じる要請に応じ实務慣習とし
て成立した公正妥当な会計処理基準を明確にしたものと考えられる。なお法人税法第２２条
１項において「内国法人の各事業年度の所得の金額は当該事業年度の益金の額から当該事業
年度の損金の額を控除した金額とする。」と定め、また第２項において「内国法人の各事業年
度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額は別段の定めがあるもの
を除き，資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲
受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額とする。」と定める
ほか、第４項において「第２項に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に掲げる額
は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算されるものとする。」と定めて
いる。もつとも、右第４項の規定は昭和２５年５月３１日法律第２１号により新設のうえ同
年６月１日から施行され（同法附則第１条）、特定の場合を除き施行日に開始する事業年度に
かかる法人税に限つて適用される（同法附則第２条）ものであつて、本件には直接適用され
ないが、その趣旨は収支計算に関する当然の基準を注意的に明文化したにすぎないから、实
質的には本件にも妥当する。）、また、法人税法基本通達２４９が「資産の売買による損益は
所有権移転登記の有無及び代金支払の済否を問わず、売買契約の効力発生の日の属する事業
年度の益金又は損金に算入する。ただし、商品、製品等の販売については商品、製品等の引
渡の時を含む事業年度の益金又は損金に算入することができる」としていることは当事者間
に争いがない。そして、右通達のただし書きは商品、製品等が主として動産たることに着眼
した立言であつて、不動産が商品として販売された場合については、これに伴い所有権移転
登記または引渡のいずれかがなされた時に販売が实現したとみて、これによる益金をその時
点を含む事業年度に算入すべき趣旨に解するのが合理的である。」として、収益の期間帰属の
基準として企業会計上の「实現主義」を採用し、上記旧法人税法基本通達２４９の条文によ
49 
 
 
らず、ただし書きを援用している（。このような判決の傾向は、昭和２４年にすでに現れて
おり、「費用、収益は会計学上いわゆる発生主義により、総て発生した事業年度において計上
すべきものである（大阪地裁昭和２４年９月１２日（税訴資料１７号４０３頁））」としてい
るところであって、法人税にあっては古くから、費用収益の期間帰属の基準について、企業
会計の基準による考え方が支配的であったことがうかがえるのである。 
また、名古屋高裁金沢支部昭和５８年９月２８日判決（税訴資料１３３号７２５頁）にお
いても、固定資産の譲渡による収益に帰属時期について次のように判示している。 
「法人税法上、固定資産の譲渡による収益は、現金の収入がなくても、収入すべき権利が
発生しこれが確定した日の事業年度に帰属するものであり、その確定時期は、譲渡契約の内
容、所有権移転登記の時期、代金支払の方法、時期、当該固定資産の引渡しの時期、譲渡契
約の履行状況、その他具体的な諸事情を総合して決定すべきものと解するのが相当である。
法人税法基本通達２－１－３にいう固定資産の引渡しの日というのも、如何なる事实の発生
をもつて右にいう引渡しに当るのか、具体的適用の場面となると、その内容は多義的に解し
うる余地あることを免れないのであつて、単に引渡しというのみでは明確な基準を定めたも
のとは言い難い。引渡しが固定資産譲渡益発生の確定を画する徴憑の一つとなりうるもので
あることは首肯できるとしても、右引渡しをもって常に譲渡固定資産について現实の占有移
転が完了したことと解することはできない」 
「本件土地及び地上権の譲渡による収益の計上時期については、①原告会社は根抵当権設
定登記を抹消の上、昭和４８年３月６日、本件土地等の本登記手続きに要する書類等を買い
主に交付し、買主は即日本登記を経由したこと、②代金は、手付金２，５００万円と昭和４
９年６月３０日を支払期日とする６，０００万円の手形を受領し、残金５００万円は昭和４
９年７月１日に支払いを受ける約定であったこと、③右登記手続きを経たのは、同日付で所
有権を確定的に買主に移転する意思を控訴会社が有していたことを示すものであること。④
本件土地等の固定資産税の負担者は、昭和４８年１月 1 日以降買主が負担する約定であった
こと、⑤本件土地等から生じた賃料収入は買主に帰属したこと、昭和４８年３月６日、前期
所有権移転登記を経由すると同時に買主から残金６，５００万円の内金６，０００万円の支
払いとして同金額額面の約束手形の交付を受けており、また、本件土地売買契約が締結され
るに至った双方の動機、契約内容に照らすと、同日の時点で右契約の履行、目的の实現は確
实となったものと解することができるのであって、本件土地等の譲渡による収益は、昭和４
８年３月６日に計上すべきものである。」。 
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また、福井地裁昭和５７年８月２７日判決（税訴資料１２７号６６４頁）において、「しか
して固定資産の譲渡所得に対する課税は現金の収入がなくてもその所得が発生した時点を基
準とし、収入すべき権利が確定した時点でこれをなすべきである。そして、その具体的判断
に当たっては、当事者間の契約内容、所有権移転登記の時期、代金支払の方法、時期、当該
固定資産の引渡の時期、その他具体的な諸事情を総合勘案して決すべきであり、法人税基本
通達２－１－３にいう固定資産の「引渡し」の日とは右趣旨に解すべきである。」と判示して
いる。 
以上の判例によると、固定資産の譲渡による収益の計上時期については、原則として引渡
基準によることとされ、いつの時点で引渡しがなされたかの認定は、当該譲渡契約や、資産
の譲渡の全過程から総合的に判断されるものと考えられる。 
 
（３）有価証券の譲渡 
  
法人税法において有価証券は、「金融商品取引法 （昭和２３年法律第２５号）第２条第１
項 （定義）に規定する有価証券70その他これに準ずるもので政令で定めるもの（自己が有す
る自己の株式又は出資及び第六十一条の五第一項（デリバティブ取引に係る利益相当額又は
損失相当額の益金又は損金算入等）に規定するデリバティブ取引に係るものを除く。）をいう。」
（同法第２条２１項）と定められている。 
株式及び公社債等の有価証券の譲渡による損益は、従来は、棚卸資産の販売及び固定資産
の譲渡による損益と同様、原則として、その引渡しがあった日の属する事業年度に帰属する
ものとされていた（平成１２年改正前の旧法人税基本通達２－１－２２）。これは、従来の会
                                                   
 
70 金融商品取引法第２条においては、有価証券として掲げられているものは、国債証券、地方
債証券 、特別の法律により法人の発行する債券、資産の流動化に関する法律（平成１０年法律第
１０５号）に規定する特定社債券、社債券（相互会社の社債券を含む。）、特別の法律により設立
された法人の発行する出資証券、協同組織金融機関の優先出資に関する法律（平成５年法律第４
４号。以下「優先出資法」という。）に規定する優先出資証券 、資産の流動化に関する法律に規
定する優先出資証券又は新優先出資引受権を表示する証券、株券又は新株予約権証券、 投資信託
及び投資法人に関する法律（昭和２６年法律第１９８号）に規定する投資信託又は外国投資信託
の受益証券、 投資信託及び投資法人に関する法律に規定する投資証券若しくは投資法人債券又は
外国投資証券、貸付信託の受益証券、資産の流動化に関する法律に規定する特定目的信託の受益
証券、信託法（平成１８年法律第１０８号）に規定する受益証券発行信託の受益証券、法人が事
業に必要な資金を調達するために発行する約束手形のうち、内閣府令で定めるもの、抵当証券法
（昭和６年法律第１５号）に規定する抵当証券等がある。 
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計基準や实務上の会計処理を前提としたものである。 
しかし、平成１２年の改正を経て、原則として、法人税法において譲渡契約の日の属する
事業年度の損益にする旨が明定された71（法法６１条２①72）。この取り扱いは、平成１１年
１月２２日に定められた「金融商品に係る会計基準73」（以下「金融商品会計基準」という。）
や平成１２年１月３１日に公表された「金融商品会計に関する实務指針」（以下「金融商品实
務指針」という。）との調整が図られたといえる。すなわち、金融商品会計基準では、有価証
券の売買については、有価証券の受渡しの不履行のリスクは極めて低いこと、また、売買約
定日から時価の変動リスク又は発行者の財産状態等に基づく信用リスク等が買手側に生じる
こと等から、原則として、約定日に有価証券の発生または消滅を認識し、市場相場の変動に
伴う契約の権利義務から生じる価値を金融資産または金融負債として認識することとされた
（金融商品会計基準Ⅲ・１、金融商品实務指針２２・２３３・２３４）。これに対して、商品
等の売買又は役務の提供については、その商品等の受渡し又は役務提供の完了時に、双務契
約が初めてその対価として現金又はその他の金融資産を授受する片務的な権利または義務に
変わることから、この時点、すなわち、その商品等の受渡し又は役務提供の完了時に金銭債
権債務を認識することとされている（金融商品会計基準Ⅲ・１注３、金融商品实務指針７）。 
税法上も、有価証券の取引にあっては、売買等の約定日をもってその移転を認識すること
が適当と考えられること、また、企業会計においても上記の通り有価証券の譲渡損益につい
て約定日に計上することとされたから、平成１２年度の税制改正において、有価証券の譲渡
損益はその譲渡に係る契約をした日の属する事業年度に計上すべきことが明定された（法法
６１条の２）。 
                                                   
 
71 証券市場における上場有価証券の売買については、現在のところ、その売買契約の成立日か
ら４日以内に現物の受渡しをするのが一般的な取引慣行であるから、上場有価証券の譲渡に関す
る限りは、契約基準によっても引渡基準によっても両者は極めて接近することになるので、期末
に接近して行われた譲渡を除き、实務上はいずれによっても継続適用する限り、特に問題はない
と考えられる（中村・岡田前掲注６０、８６頁）。 
72 法人税法６１条２項１号には「内国法人が有価証券の譲渡をした場合には、その譲渡に係る
譲渡利益額（第１号に掲げる金額が第２号に掲げる金額を超える場合におけるその超える部分の
金額をいう。）又は譲渡損失額（同号に掲げる金額が第１号に掲げる金額を超える場合におけるそ
の超える部分の金額をいう。）は、第６２条から第６２条の５まで（合併等による資産の譲渡）の
規定の適用がある場合を除き、その譲渡に係る契約をした日（その譲渡が剰余金の配当その他の
財務省令で定める事由によるものである場合には、当該剰余金の配当の効力が生ずる日その他の
財務省令で定める日）の属する事業年度の所得の金額の計算上、益金の額又は損金の額に算入す
る。」と規定されている。 
73 「金融商品に係る会計基準」は、現在ＡＳＢＪが公表する企業会計基準１０号「金融商品に
関する会計基準」として公表されている。 
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これに伴って、实務上の適用指針ともなる法人税基本通達では、有価証券の譲渡損益は契
約の成立した日に行うこととし、有価証券の譲渡の形態ごとに詳細な取り扱いを規定してい
る74。 
法人税基本通達の２－１－２３は、「有価証券の譲渡損益の額は、原則として譲渡に係る契
約の成立した日に計上しなければならないのであるが、令第１１９条の２第２項本文又は第
３項《有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出の方法》に規定する区分に応じ、法人が当
該譲渡損益の額（事業年度終了の日において未引渡しとなっている有価証券に係る譲渡損益
の額を除く。）をその有価証券の引渡しのあった日に計上している場合には、これを認める。」
と規定している。有価証券の譲渡損益の額は、原則として、譲渡に係る契約の成立した日に
おいてその譲渡ごとに計算することとされているが、企業会計においても、实務的な会計処
理の方法として期中は受渡日基準により処理し、決算日において約定済みで未引渡しになっ
ている有価証券のみについて、その売却損益又は時価変動差額を処理する、いわゆる修正受
渡日基準による会計処理も認められている（金融商品实務指針２２但書、２３５）。 
そこで、このような会計処理による譲渡損益の計算が、課税所得の計算においても認めら
れるかが問題となる。この点について、通常の市場取引においては譲渡の契約日と引渡日は
きわめて接近しており、収益計上時期に多尐のずれが生じても１単位当たりの有価証券の帳
簿価格は変動しない場合が多いものと考えられること等から、期末において約定済みで未引
                                                   
 
74 法人税基本通達２－１－２２では、①証券業者等に売却の媒介、取次ぎ若しくは代理の委託又
は売出しの取扱いの委託をしている場合は当該委託をした有価証券の売却に関する取引が成立し
た日、②相対取引により有価証券を売却している場合は金融商品取引法第３７条の４《契約締結時
等の書面の交付》に規定する書面に記載される約定日、売買契約書の締結日などの当該相対取引の
約定が成立した日、③その譲渡損益の額が次によるものである場合 次に掲げる区分に応じ、それ
ぞれ次に定める日として、イ．その法人の有していた株式を発行した法人の合併によるものについ
ては、合併の効力を生ずる日（新設合併の場合は、新設合併設立法人の設立登記の日）、ロ．その
法人の有していた株式を発行した法人の分割型分割によるものについては、分割の効力を生ずる日
（新設分割の場合は、新設分割設立法人の設立登記の日）、ハ．株式交換又は株式移転によるもの
については、株式交換の効力を生ずる日又は株式移転完全親法人の設立登記の日と定めている。 
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渡しとなっている取引を除き、引渡日基準による処理であっても、継続的に行われている限
りにおいては、課税上の弊害が極めて尐ないと考えられる。そこで、有価証券の譲渡損益の
計上に当たっては、厳格な約定日基準だけでなく、期中においては引渡日に譲渡損益を計算
するとともに、事業年度末に約定済で未引渡しとなっている有価証券についてはその譲渡損
益を約定日基準で計上する方法も認めることが、本通達において明らかになっている。 
また、法人税基本通達２－１－２３の４においては、「同一の有価証券（法第６１条の３第
１項第１号《売買目的有価証券の期末評価額》に規定する売買目的有価証券を除く。）が売却
の直後に購入された場合において、その売却先から売却をした有価証券の買戻し又は再購入
（証券業者等に売却の媒介、取次ぎ若しくは代理の委託をしている場合の当該証券業者等か
らの購入又は当該証券業者等に購入の媒介、取次ぎ若しくは代理の委託をしている場合の当
該購入を含む。）をする同時の契約があるときは、当該売却をした有価証券のうち当該買戻し
又は再購入をした部分は、その売却がなかったものとして取り扱う。」としている。本規定は、
いわゆるクロス取引に関する取り扱いが明らかにされている。すなわち、有価証券を売却し
た直後に同一の有価証券を購入した場合で、その譲渡人が譲受人から譲渡した有価証券を再
購入する同時の契約があるときは、その売買取引はなかったものとして、売却損益を認識し
ないこととされている75。 
 
（４）請負による収益 
     
イ．請負による損益の帰属時期の原則 
  
請負とは、当事者の一方がある仕事を完成することを約し、相手方がその仕事の結果に対
してこれに報酬を与えることを約することによってその効力を生ずる契約をいい（民法６３
２）、その報酬請求権は、仕事の目的物の引き渡しのとき、物の引渡しを要しないときは仕事
                                                   
 
75 なお、企業会計では、金融商品会計基準において、有価証券を含む金融資産の消滅の認識の
要件として、①譲渡された金融資産に対する譲受人の契約上の権利が譲渡人及びその債権者から
法的に保全されていること②譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常
の方法で享受できること③譲渡人が譲渡した金融資産を当該金融資産の満期日前に買い戻す権利
及び義務を实質的に有していないことの３点を掲げており、いわゆるクロス取引については③の
要件を満たさないことを理由として、売買として処理しないこととされている（金融商品会計基
準Ⅲ・２・（１）、金融商品实務指針４２・２５５）。 
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の完了のときに発生する（民法６３３）。 
 税務上も請負による損益については、原則として、物の引渡しを要する請負契約にあって
は、その目的物の全部を完成して相手方に引渡した日、物の引渡しを要しない請負契約にあ
っては、その約した役務の全部を完了した日の属する事業年度において、それぞれの請負に
よる収益を益金の額に算入することとしている（法人税基本通達２－１－５）。 
 物の引渡しを要する請負には、建設、土木工事、造船等があり、また、物の引渡しを要し
ない請負には、運送取扱業、運送営業、設計、測量等がある。 
このように、請負による損益は、物の引渡しを要する請負契約にあっては、その目的物の全
部を完成して相手方に引渡した事業年度に帰属し、物の引渡しを要しない請負契約にあって
は、その約した役務の全部を完了した事業年度に帰属することとされており、その請負代金
が確定しているかどうかには関係がない。 
 そこで、例えば、建設業、造船業等にみられるように、工事等が完成して引き渡しが完了
した場合であっても、その工事収入又は、工事原価が確定していないときは、その引渡しの
属する事業年度終了の日の現況により、その金額を適正に見積もって計上する（法人税基本
通達２－１－７、２－１－４、２－２－１）。この場合において、その後確定した工事収入額
が見積額と異なるときは、その差額はその確定した日の属する事業年度の収益として調整す
ることとされている（法人税基本通達２－１－４）。 
 また、建設工事等について、資材の値上り等又は予定工期の短縮等があったため相手方か
ら当初の請負金額以外に収入する値増し金については、次のように取り扱われることとなっ
ている（法人税基本通達２－１－４）。 
 ①資材の値上り等に応じて一定の値増金を収入することが契約において定められている場
合には、その値増金の金額は、その建設工事等の引渡しの日の属する事業年度の益金の額に
算入する。 
②予定工期の短縮等相手方との協議により収入すべきことが確定する値増金は、その収入
すべき金額が確定した日の属する事業年度の益金の額に算入する。 
 
ロ．建設請負等による収益 
   
（イ）工事完成基準 
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建設、造船等のように物の引渡しを伴う請負による収益については、前述のとおり、請負
契約の目的となった工事等の全部を完成して相手方に引渡した日の属する事業年度の収益に
算入する。これを通常「工事完成基準」という。 
 建設業者等の建設請負は、あたかも販売業者の商品等の売買に相当するものであり、前述
の商品等の売買による収益について、その引渡しのときを収益实現の時期としているのと同
趣旨である。建設請負等による収益について工事完成基準の採用は、通常の实現主義つまり、
販売基準の適用に他ならない。建設工事等の引き渡しの日の判定については、例えば、作業
を結了した日、相手方の受入場所へ搬入した日、相手方が検収を完了した日、相手方におい
て使用収益できることとなった日等その建設工事等の種類及び性質、契約の内容等に応じ、
その引渡しの日として合理的であると認められる日のうち法人が継続してその収益計上を行
うこととしている日による（法人税基本通達２－１－６）。 
    
（ロ）部分完成基準 
  
建設請負等のうちには建設工事等の目的物の全部が完成しない場合においても、その一部
分が完成したつどにこれを相手方に引渡し、その引渡した部分に対応する工事代金を収入す
る旨の特約又は慣習がある場合がある。このような場合、建設工事等の請負契約が単に一個
の包括的な契約であっても、その特約により部分、部分の工事の完成引渡しのつど、その部
分の代価を受領することとしているときは、請け負った建設工事等の全部の完成引渡しをも
って一時に収益を計上するのでは实情にそぐわないこと及び目的物の部分的な引渡しによっ
て、これに対応する請求権が生ずることから、税務においては、その部分ごとの完成引渡し
のつど順次それぞれに対応する収益を計上すべきものとしている。 
 この収益計上基準が、いわゆる「部分完成基準」といわれているもので、工事完成基準の
適用の一態様ということができる。 
 すなわち、法人が請け負った建設工事等について次に掲げるような事实がある場合には、
その建設工事等の全部が完成しないときでも、その事業年度において引き渡した建設工事等
の量又は完成した部分に対応する工事収入をその事業年度の損金の額に算入する。（法人税基
本通達２－１－９）。 
①一の契約により同種の建設工事等を多量に請け負ったような場合で、その引渡し量に従
って工事代金を収入する旨の特約又は慣習がある場合 
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②１個の建設工事等であっても、その建設工事等の一部が完成し、その完成した部分を引
き渡したつど、その割合に応じて工事代金を収入する旨の特約又は慣習がある場合 
①は、例えば、一の契約で１０戸の住宅建築を請負、１戸ごとの完成引渡しにより、その
請負代金を収入する旨の契約があるような場合であり、この場合には、請負工事の全部が完
成しなくとも１戸ごとに引き渡しの時を判定し、その時をもって部分的に収益が实現したも
のとして、損益を計上するのである。また、②は、例えば、１粁の道路舗装工事又は護岸工
事を請け負い、０．１粁ごとの完成引渡しのつど、その割合に応じて工事代金を収入する旨
の契約となっているような場合である。 
いずれの場合でも、引渡量又は引渡割合に応じて工事代金を収入する旨の特約又は慣習が
あることが要件となっており、したがって、この特約又は慣習がない場合には、部分工事基
準の適用はなく、工事完成基準により収益の計上を行うこととなるのである。 
 
（ハ）長期大規模工事の請負収益 
  
工事契約について会計上は、工事進行基準の適用が原則とされたことは前述した。税務上、
長期大規模工事76の請負による収益については、工事進行基準により収益の額を計算する（法
法６４条）。つまり、工事進行基準の適用が強制されるのである。その結果、工事損益は、着
工年度77から完成（引渡）年度にわたり、工事進行割合に応じて分割計上されることとなる。 
 まず、工事の請負には、設計・監理等の役務の提供のみの請負は含まれないが、工事の請
負と一体として請け負ったと認められるこれらの役務の提供の請負は、その工事の請負に含
まれる（法人税基本通達２－４－１２）。また、長期大規模工事に係る契約とは、当事者間に
                                                   
 
76 工事進行基準による損益の計上が強制される長期大規模工事とは、工事（製造及びソフトウ
エアの開発を含む）のうち次の要件に該当するものをいう（法法６４①、法令１２９①②）。 
①工事の着手の日からその工事に係る契約において定められている目的物の引渡しの期日までの
期間（つまり工事期間）が１年以上であること。②請負対価の額（その支払が外国通貨で行われ
る場合には、契約時の為替相場による円換算による。）が１０億円以上の工事であること。③その
工事契約において請負対価の２分の１以上が目的物の引渡期間から１年経過日後に支払われる旨
定められていないこと。 
77 工事期間の始期である「工事の着手の日」は、その請け負った工事の内容を完成するために
行う一連の作業のうち重要な部分の作業を開始したかどうかにより判定する。この場合、工事の
設計に関する作業がその工事の重要な部分の作業に該当するかどうかは、法人の選択による（法
令１２９⑦）。つまり一般的には準備作業は工事の着手とは考えないが、プラント工事のように設
計部分の比重が大きい場合もあるので、重要な部分であるかどうかの判定は法人の選択に委ねる
こととしたのである（中村、岡田・前掲注６０、７９頁）。 
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おける請負に係る合意をいうのであるから、その契約に関して契約書等の書面が作成されて
いるかどうかを問わない（法人税基本通達２－４－１３）。そして、請け負った工事が長期大
規模工事に該当するかどうかは、その工事に係る契約ごとに判定するのであるが、複数の契
約書により工事の請負契約が締結されている場合であって、その契約に至った事情等からみ
て、それらの契約全体で一の工事を請け負ったと認められる場合には、その工事全体を一の
契約として長期大規模工事に該当するかどうかの判定を行う（法人税基本通達２－４－１４）。 
 税法上の工事進行基準の方法は、工事進行割合に応じて見積工事利益（請負対価－工事原
価の見積額）を分割計上するものであるが、見積工事利益及び工事進行割合の計算の基礎と
なる「工事原価の見積額」は、各期末の現況により洗替え的に見直すこととされているので、
工事原価の変動等に基づく既往年度に計上した損益に対応する金額の修正も、すべて当期の
計算に吸収して行うこととなる（法令１２９③）。次に、工事の請負の対価の額が当該事業年
度終了時において確定していない場合には、その時の現況により当該工事につき見積もられ
る工事原価の額をその請負の対価の額とみなして収益の額を計算する（法令１２９④）。 
   
（ニ）長期大規模工事以外の工事の請負収益 
 
前述した長期大規模工事以外の工事の請負による損益については、工事進行基準と工事完
成基準のいずれかを選択適用することができる。すなわち、当該工事の請負に係る収益の額
及び費用の額について、継続して確定した決算において工事進行基準の方法により経理した
ときは、工事利益の繰上げ計上がみとめられる（法法６４②）工事進行基準は個々の工事ご
とに選択適用することができる。 
 
（ホ）運送業における運送収入 
 
運送業における運送も、請負の一種であり、しかも、それは物の引渡しを要しない請負で
あるから、運送収入（運賃）は、その運送に係る役務の提供が完了した時点で収益に計上す
るのが原則である（法人税基本通達２－１－１３本書）。しかし、運送業は、一般に同種のサ
ービスを反復継続的に、かつ、大量に提供するものであるところから、企業会計においては
古くから発売日基準、航海完了基準、日割り基準又は月割基準等により収益を計上すること
が会計慣行になっている。税務においても、これらの合理的と認められる基準を選択して継
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続適用する場合には、これを認めることとされている（法人税基本通達２－１－１３但書78）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
 
78 ①乗車券、乗船券、搭乗券等を発売した日（自動販売機によるものについては、その集金を
した時）にその発売に係る運送収入の額を収益計上する方法、②船舶、航空機等が積地を出発し
た日に当該船舶、航空機等に積載した貨物又は乗実に係る運送収入の額を収益計上する方法、③ 
一の航海（船舶が発港地を出発してから帰港地に到着するまでの航海をいう。以下２－１－１３
において同じ。）に通常要する期間がおおむね４月以内である場合において、当該一の航海に係る
運送収入の額を当該一の航海を完了した日に収益計上する方法、④一の運送に通常要する期間又
は運送を約した期間の経過に応じて日割又は月割等によりその運送収入の額を収益計上する方法。 
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第３章 企業会計基準の動向に対する法人税法の問題点 
 
第 1 節 企業会計原則と法人税法との関係 
 
１．トライアングル体制 
  
 従来、我が国の制度会計を形作る税法と企業会計の関係は、特に、昭和２０年代以降は半
世紀余りにわたって、いわゆるトライアングル体制79の下で、税法と企業会計との調整が主
たるテーマとして議論されてきた80。このトライアングル体制は、昭和２４年に企業会計原
則が制定された後に徐々に確立されていくことになる。そして、昭和２０年代から４０年代
にかけて、制度会計間の調整議論は、各制度会計における主要テーマであったといえる。こ
の結果として、各々の制度会計は、それらの理論の純化よりも、妥協的な調整の方が優先さ
れることもあった81。 
我が国の会計实務では、「税法の別段の定めも企業会計原則に合致する努力が払われた結果、
税法の所得計算基準が企業会計における決算利益計算において採用することが妥当であると
判断する企業が多く、税法基準が企業会計にそのまま採用され、それが慣行化して企業会計
での基準になっていることも否定できない」82といわれている。これが、逆基準性83といわれ
                                                   
 
79 トライアングル体制とは、会計实践が商法・税法・証券取引法の三つの法律に組み込まれて
相互に有機的な結合をしながら一つの制度会計をさせていることを表現した言葉であるとされる。
加古宜士「企業会計制度の国際的動向とわが国の対応」産業経理６７号２００７年４月１０１頁
参照。 
また、トライアングル体制に反対の意見としては、中里实「租税会計の向かうべき方向」税研
１５巻９０号平成１２年９９頁において、「企業会計と商法の間には商法３２条２項があり、また、
商法と法人税法の間には、法人税法２２条４項および法人税法７４条１項があるが、企業会計と
法人税法の間には直接的には何の関係もない。法人税法が直接的に課税所得関係の根幹を企業会
計原則に委ねているとすれば、それは憲法違反疑いの強い条文ということにならざるを得ない。
ここは、金子宏名誉教授が述べられているように、「わが国の法人税は、企業所得の計算について
はまず基底に企業会計があり、その上にそれを基礎としての商法の会計規定があり、さらにその
上に租税会計がある、という意味での「会計の三重構造」を前提としている、と解してよいであ
ろう」（金子宏『租税法〔第７版〕』２５０頁）と解すべきであろう。すなわち、三者の関係は、
トライアングルではなく、単線的な三重構造なのである。」と述べられている。 
80 品川芳宠「税務会計研究会・中間報告」企業会計基準のコンバージェンスと会社法・法人税
法の対応（日本租税研究協会 平成２２年）２２頁 
81 詳しくは品川・税務会計研究「〈シンポジウム〉会社法と税務会計」税務会計研究平成１８年
１月１０４頁参照。 
82 後藤喜一「公正処理基準の本質と変遷」（税務会計研究第５号）平成６年、１２～１４頁 
83 逆基準性には、財務会計に対し、会計処理を歪曲する特別償却等を「強制」する“本来の逆
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るゆえんでもある。さらに、「企業会計原則」は、証券取引法の施行を通じて企業会計の实践
規範になっているだけではなく、法人税法に対しても重要な基準を提供している。法人税法
は、企業会計審議会から示された意見書の多くを同法２２条４項にいう公正処理基準として
認めた84。このような調整が行われる背景には、絶えず流動化する社会経済事象を反映する
課税所得については、税法独自の規制を加えられる分野が存在することも当然であるが、税
法において完結的にこれを規制するよりも、適切に運用されている会計慣行にゆだねること
の方がより適当と思われる部分が多いと考えられ、税法を簡素化するために、必要最小限の
税法独自の計算原理を規定することが適当であるという考え方がある85。このようにして、
全体として企業会計原則と税法の調整が図られてきた。 
その後、両者の関係については、「バブル崩壊を境に、いわば蜜月から離婚状態に移りつつ
ある…。それぞれの会計基準も、課税所得計算も、調整よりむしろ独自の道を歩みかけてい
る」86となり、法人税法は租税政策上の理由から別段の定めや特例を多く設けており、会計
基準も国内調整よりも国際調整を優先するようになっているため、企業会計と課税所得との
相違が近年大きくなってきている。このような状況の中で、従来のトライアングル体制は大
きく変貌しており、それを再検討する時になっている。 
 
２．実現主義と法人税法 
 
前述のトライアングル体制は、収益の計上（基準）においてもそれぞれの制度会計間の共
通性が強調されてきた、それが収益計上における实現主義であると言える。 
实現主義は、２つの意味を持っていると考えられる。第一は、实現した利益のみが所得で
あり、未实現の利益は配当可能利益等の対象から除外されなければならないという意味での
实現主義であり、これが本来の意味での实現主義であると考えられる。企業会計原則が「未
实現利益は、原則として、当期の損益計算に計上してはならない」と規定しているのも、こ
                                                                                                                                                          
 
基準性”と、「損金経理」を前提とすることから財務会計でも「公正な会計慣行」として認められ
ている処理を財務会計に「強制する」ように見える“いわゆる逆基準性”とがあるといわれる。
浦野晴夫「会計原則と確定決算主義」（森山書店）平成８年、１８０、１８１頁。この場合の逆基
準性は、後者の意味で用いている。 
84 「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」昭和３５年、同３７年企業会計審
議会の中間報告、「税法と企業会計との調整に関する意見書」昭和４１年、企業会計審議会等 
85 武田昌輔「コンメンタール法人税法２」（第一法規）、１１５３頁 
86 品川芳宠「企業会計の変貌と税制」（租税研究） 平成１３年１月、６９頁 
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の意味での实現主義の表現に他ならない。 
第二に、实現主義は、企業会計の世界において成立し妥当性を認められてきた収益の帰属
時期に関するコンベンション、すなわち、企業会計の収益計上基準の集合を意味する概念で
用いられることも多い。企業会計原則と法人税法の関係を考える上では、企業会計上の原則
的な収益の認識基準である实現主義と法人税における収益認識基準がどのような関係を持っ
ているかが、問題となる。この場合、实現主義は、実観的かつ確实な事实に基づいて収益の
発生を認識する基準として、発生主義会計の基礎的概念として位置づけられている87。 
他方、法人税法は、収益計上の基準について長期割賦販売等（法法６３）や工事の請負（法
法６４）等の例外的規定以外は具体的な規定を設けず、原則的な収益計上の基準の規定とし
て、法人税法２２条２項88と４項があることは既に述べた。同法２２条４項の公正処理基準
は、ただちに「企業会計原則」を意味するものではなく、むしろ、企業が会計処理において
用いている基準ないし、慣行のうち、一般に公正妥当と認められるもののみを法人税法で認
めるという基本方針を示したものと理解すべきである89。 
両者の関係で問題となるのは、企業会計における实現主義による収益認識基準は、一般的、
規範的な基準は「企業会計原則」で示されているが、企業社会の实践における多種多様な取
引に対して、すべての基準が明確に示されている訳ではないということである。一方、税法
会計においては、法人の所得を確定させるために、かかる多種多様な取引（会計事象）のす
べてについて解決しなければならないことから、最終的には、企業会計における公正処理基
準が明確でない場合には、税法上の解釈として公正処理基準を探求することが必要になる。 
实際、訴訟で争われた大半の事案については、企業会計の公正処理基準が明確でないため
に、企業会計理論を背景としながらも、税法の解釈適用において「実観的な規範性を持つ公
正妥当な会計処理の基準」を探求する必要に迫られている90。税務訴訟にて問題となる収益
計上時期の事例では、典型的な实現主義が適用される場面は、そもそも稀であり、問題とな
る事例においては企業会計では未だ議論されていないものも多い。また、企業会計上の「实
                                                   
 
87 金子・前掲注５０参照 
88 同規定は昭和４０年度の税法改正にあたり、当初、「当該事業年度において实現した」とする
法文が検討されていたようであるが、「实現」の意味が熟していないことから、現行法の文言とさ
れた経緯があるようである。（租税法学会「租税法における判例と解釈」租税法研究第８号（１９
８０年）の「シンポジューム」における武田昌輔発言 １７１頁） 
89 武田昌輔「立法趣旨・法人税の解釈（第４版）」（財経詳報社）１９９８年、６２頁 
90 大淵博義「－法人税法解釈の判例理論の検証とその实践的見解－判例等にみる税法上の収益
計上時期を巡る諸問題の検証（１）」（税経通信）平成２２年５月号、６２頁 
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現」の概念には不明確な点もあることから、实現主義が新しい事例の解決のために明確な基
準を提供できるかという問題も指摘されている。このために、権利確定主義を支持する論説
も多くみられるが91、そうであるからといって实現主義を完全に排除するというものでは必
ずしもないと思われる92。これは、企業会計原則が標榜している实現主義とその具現たる販
売基準、さらには販売基準と同義ともいわれ、法人税基本通達が標榜している引渡基準が税
務实務上広く用いられていることからもいえる。 
实務上の多種多様な取引が行われる状況においては、企業会計における实現主義は、種々
の見解があり必ずしも統一されておらず、またその解釈にあたって企業会計の経営業績評価
という視点から、实現主義が拡大する傾向にある。つまり、企業会計とはその目的を異にす
る法人税法の解釈適用においては、そのまま企業会計上の「实現概念」が踏襲されるという
ことはないと考えられる。そこで、企業会計と税務会計の両者をつなぐ「实現主義」の在り
方に関しては、企業会計の「伝統的实現概念」に立脚して、これに税法解釈の観点93から修
正を加えて、税法会計独自のいわば「税務会計的实現概念」の形成を図ることが必要である
といわれる94。 
 
第２節：企業会計基準と法人税法との関係 
 
１．「討議資料財務会計の概念フレームワーク」と法人税法 
  
ＡＳＢＪが公表した討議資料は、現行の会計基準に対して概念的な基礎を提供している。
その中で、収益については、「純利益または、尐数株主損益を増加させる項目であり、特定期
間の期末までに生じた資産の増加や負債の減尐に見合う額のうち、投資のリスクから解放さ
れた部分である」（討議資料第３章１３項）としている。投資のリスクというのは、「投資に
                                                   
 
91 金子宏「所得概念の研究」（有斐社）１９９５年、２８４頁、２９７頁、金子・前掲注２３、
２６６頁、２６７頁、山田二郎「税務訴訟の理論と实際」（財経詳報社）昭和４８年、３６頁 
92 大淵・前掲注９０  
93 例えば、企業会計において割賦販売は、販売基準のほかに回収基準（現金主義）が認められ
ているが、税法では、この回収基準は認められていない。これは、回収基準という現金ベースを
許容した場合には、納税者が回収日を意図的に操作することで、租税負担を先送りできることを
容認することになるからである。これは、課税の公平を確保するための規定であり、企業会計と
異なる点である。 
94 富岡幸雄「税務会計理論における「实現」の基本思考」企業会計３０巻９号（昭和５８年）
４６頁以下参照 
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あたって期待された成果が事实として確定する事」（討議資料第３章２３項、同４章５７項）
と定義づけられている。特に、棚卸資産等の事業投資については、事業のリスクに拘束され
ない独立の資産を獲得したとみなすことができるときに、投資のリスクから解放されると考
えられる。また、どのような事象をもって独立の資産を獲得したとみるかについては、解釈
の余地が残されているとされる（討議資料第４章５７項）。 
 また、従来の「实現概念」と、「投資のリスクからの解放」についての関係については、次
のように述べて、従来の实現概念と区別した用語を用いている理由を説明している。 
「「投資のリスクからの解放」と類似したものとして「实現」、あるいは「实現可能95」とい
う概念がある。「实現した成果」については解釈が分かれるものの、最も狭義に解した「实現
した成果」は、売却という事实に裏づけられた成果、すなわち非貨幣性資産の貨幣性資産へ
の転換という事实に裏づけられた成果として意味づけられることが多い。この意味での「实
現した成果」は、この概念フレームワークでいう「リスクから解放された投資の成果」に含
まれる。ただし、投資のリスクからの解放は、いわゆる換金可能性や処分可能性のみで判断
されるのではない。他方の「实現可能な成果」は、現金またはその同等物への転換が容易で
ある成果（あるいは容易になった成果）として意味づけられることが多い。この意味での「实
現可能な成果」の中には「リスクから解放された投資の成果」に該当しないものも含まれて
いる96。」（討議資料第４章５８項） 
以上の实現と投資のリスクからの解放の関係を図に表すと、以下のようになる。 
 
図１．≪（狭義に解した）実現と投資のリスクからの解放の関係図≫ 
 
 
 
 
 
                                                   
 
95 この实現可能性基準については、醍醐聰「实現基準の再構成」（企業会計）平成２年、４２巻
１号、８１頁～８７頁参照について詳細に述べられている。 
96 例えば、上場している子会社関連会社株式やその他有価証券は、現金あるいはその同等物へ
の転換が容易であり、その時価評価差額は「实現可能な成果」と解釈する事ができる。しかしこ
れらの有価証券の売却処分には事業上の制約が課されており、その時価評価差額はリスクから解
放された投資の成果といえない。 
実現可能な成果 
投資のリスクからの解放 
狭義に解した実現した成果 
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｢投資のリスクからの解放｣という言葉が登場したのは、「収益の認識基準」として实現主義
が採用されてから、長い間、企業の事業投資と金融投資を分けることなく实現主義収益の認
識基準が論じられてきたという背景があるからであるといわれる。そのため、有価証券等の
金融投資の成果を实現主義で認識するために、实現主義に様々な解釈が施されてきた97。こ
のような实現主義が多義的に用いられていること、及び、様々な实態や本質を有する投資に
ついて、「实現主義」は、純利益及び収益費用の認識の全体を説明するものではないことから、
これらを包摂的に説明する用語として「投資のリスクからの解放」という表現が用いられる
こととなった（討議資料第４章５８項）。以上のように、投資のリスクからの解放が、有価証
券の時価評価益等、従来の实現主概念になじまないものを統一的に説明するために用いられ
た言葉であることするならば、通常の棚卸資産の販売や固定資産の譲渡を考えた場合、販売
により現金又は現金等価物を受領した時点で、投資のリスクから解放されると考えられる。
よって、従来の实現主義による収益認識と、投資のリスクからの解放は、棚卸資産と固定資
産の譲渡等を前提とした場合、その意味する内容は変わらないものと考えられる。しかし、
企業会計上の投資のリスクからの解放という概念が、法人税法上の所得を構成する収益に該
当するか否かに当たっては、その収益に担税力が認められるか、確实性、公平性の観点から
所得として認められ得るか、法人税法の立場から検討する必要があるといえる。 
なお、有価証券の時価評価益については、平成１１年１月に公表された「金融商品にかか
る会計基準」に対応して、平成１２年度の税制改正において、売買目的有価証券の期末時価
評価制度が導入され、企業会計との調和が図られている。 
 
２．「工事契約に関する会計基準」と法人税法 
  
工事契約による収益の認識については、「工事契約に関する会計基準」が公表されており、
一定の要件が満たされれば、工事進行基準を適用することが原則とされた。それに伴い、法
人税法は、平成２０年度税制改正において、工事進行基準の適用に対応する改正を行い（法
                                                   
 
97 一例として、「決定的事象概念（实現主義を投資活動における決定的事象が発生した時点で収
益を認識する概念）」がある。この見解によれば、売買目的有価証券については、時価の値上がり
が決定的事象と考えられるため、实現主義により時価の値上がりによる収益が認識されると説明
される。また、实現主義を拡張してとらえ、实現主義を实現可能性基準と考える見解もこの一例
である。 
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法６４条、法令１２９条～１３１条）、原則として、平成２０年４月１日以降に開始する事業
年度に着手する工事については改正された法人税法が適用されることとされた。なお、詳細
については、第２章において述べたとおりである。 
 かくして、両者は、どのような関係を有しているのかが問題となる。企業会計上は、成果
の確实性が認められる場合（３つの要件を満たす場合）に工事進行基準が適用され、税法上
は法令の定める長期大規模工事に該当する場合に工事進行基準が強制適用される。このよう
に、企業会計と税法では、工事進行基準が強制適用される条件が異なるため、税務上調整す
る必要が生じてくる。なお、税法上は、所定の特例を設けることにより税務調整を必要とす
るケースを限定していると考えられる。 
以下の図は、会計処理ごと、税法処理ごとに税務上の処理の取り扱いをまとめたものであ
る。例えば、進行基準のまま会計処理の変更がない場合の例として、成果の確实性が認めら
れるケースにおいて、税法上の長期大規模工事に該当する場合には、税法上当初から進行基
準が適用され、会計と税務の乖離は生じない。また、長期大規模工事に該当しない場合につ
いても、任意適用の要件を満たせば税務上進行基準が適用され、会計と税法の乖離は生じな
い。 
＜企業会計と法人税法の工事契約の取り扱いのまとめ98＞ 
≪会計処理の変更がないケース≫ 
会計処理 例示 区分 例示の場合の税務の取り扱い 
進行基準のまま 成果の確实性が認め
られるケース 
大 当初から進行基準 
税法上、長期大規模工事には進行基準
が適用されるため、会計との乖離なし 
小 当初から進行基準 
任意適用の要件を満たせば、進行基準
が適用される 
                                                   
 
98 出所 湯本純久・井澤依子「長期請負工事契約に係る会計処理と税務」税経通信（平成２２
年３月号）２２５頁、２２６頁参照 
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途中で対価が減尐し
たことにより、税務上
長期大規模工事から
除外されるケース 
大 
↓ 
小 
進行基準→完成基準 
完成基準のまま 対価が確定する前に、
工事に着手したケー
ス 
大 当初から進行基準 
なお、工事の進捗が初期段階の場合の
特例（①）、請負対価の額が確定して
いない場合の取扱いあり（②） 
小 当初から完成基準 
なお、対価の額が確定していない場合
の特例あり（③ⅰ 進行基準適用も
可） 
途中で対価が増加し
たことにより、税務上
の長期大規模工事に
該当することとなっ
たケース 
小 
↓ 
大 
完成基準→進行基準 
なお、長期大規模工事に該当すること
となった場合の繰延の特例（④）あり 
 
≪会計処理の変更があるケース≫ 
会計処理 例示 区分 例示の場合の税務の取扱い 
完成基準から進行基
準に変更 
途中で対価が確定し
たケース 
大 進行基準のまま 
小 完成基準から進行基準に変更 
対価が確定していない場合の特例（③
ⅱ） 
進行基準から完成基
準に変更 
途中で契約内容の変
更により、対価が見積
もれなくなったケー
ス 
大 進行基準のまま 
なお、この場合には請負対価の額が確
定していない場合の取扱いあり（②） 
小 進行基準→完成基準 
なお、対価の額が確定していない場合
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の特例あり（③ⅰ 進行基準適用も
可） 
 
≪法人税法上の特例≫ 
特例 内容 
① 工事の進捗が初期段階
の特例 
長期大規模工事については、工事に着手していても、事業年度
終了時点で以下のいずれかの場合については、工事進行基準の
方法による収益・費用をないもとすることができる。 
・着手の日から６カ月を経過していない場合 
・進行割合が２０％未満の場合 
・進行基準で会計処理された場合を除く 
② 請負対価の額が確定し
ていない場合の取扱い（長期
大規模工事） 
請負対価の額が確定していない場合は、対価の額をその見積も
られる工事原価の額と同額とみなして取り扱う。 
③ 請負対価の額が確定し
ていない場合の取扱い（長期
大規模工事以外） 
以下のいずれかを任意に選択適用できる。 
ⅰ）対価の額をその見積もられる工事原価の額と同額とみなし
て取り扱う 
ⅱ）対価の額が確定した日を着手の日として、進行基準を適用
できる 
④ 長期大規模工事に該当
することになった場合の繰
延の特例 
選択により、既往事業年度にかかる収益・費用の額の計上を、
完成引渡し時まで繰り延べることができる（ただし、進行基準
で会計処理した場合、この特例を受けなかった場合を除く） 
※「大」は長期大規模工事を表すものとする。 
※「小」は長期大規模工事以外のものを表すものとする。 
  
第３節 IASB 公開草案「顧実との契約から生じる収益」と法人税法との関係 
 
１．会計基準のコンバージェンスに対する法人税の対応 
  
（１）ＩＦＲＳ導入とその問題 
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収益認識ＥＤの導入が我が国の法人税法にどのような影響を与えるかを考えるにあたって、
まず、ＩＦＲＳの導入に対して我が国の制度会計にどのような問題が生じるか、検討する必
要がある。 
わが国の金融商品取引法において適用されている会計基準は、この２０年間、国際基準と
の同化を目指して、相次いで改変されてきた。そして、平成１９年８月、ＡＳＢＪとＩＡＳ
Ｂとの間で、平成２３年６月を履行期限としてＩＦＲＳとのコンバージェンス（あるいはア
ドプション）を行うとする「東京合意」が取り交わされた。そして、平成２１年４月以降、
任意適用ということで、既に数十社が、ＩＦＲＳに基づいた財務諸表作成を行っている。 
かかる状況を踏まえて、金融庁の企業会計審議会は、平成２１年６月「我が国における国
際会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）99」を公表した。この中間報告は、まず、
ＩＦＲＳによる財務報告について適切な体制を整備している上場企業の連結財務諸表につい
て平成２２年３月期から適用（任意）されるべきとし、次いで、上場企業の個別財務諸表の
作成にも適用を検討する必要があること、非上場企業の財務諸表の作成にも任意適用が検討
される必要があること等を提言している。 
この場合、ＩＦＲＳへのコンバージェンスは、直接的には、上場企業を対象とする問題で
あるが、わが国の企業（会社）の９９％を占める非上場企業（特に中小企業）をも対象とす
る会社法および法人税法において、ＩＦＲS 移行後の国内基準をどのように整備するかが問
題となる100。 
 
（２）会社法の対応 
                                                   
 
99 この中間報告は、いわゆる「連結先行」の考え方を明らかにしたものと考えられるが、こ
の考え方は、わが国の会計基準全体がＩＦＲS へ統一することが望ましいことを示唆してい
る。その理由として、「我が国の会計基準の一層の高品質化及びＩＦＲS に対する意見発信力
強化のため」が挙げられている。 
この考え方に対し、上場企業の連結財務諸表についてはＩＦＲＳを適用するが、個別財務諸
表については日本基準を適用すれば足りるとする「連単分離」という考え方、上場企業の財
務諸表についてはＩＦＲS を適用するが、非上場企業の財務諸表については日本基準の適用
で足りるとする「上場・非上場分離」という考え方もある。 
このような「連単分離」および「上場・非上場分離」という考え方は、個別財務諸表の作成
や非上場企業の財務諸表の作成においてＩＦＲS を強制することは实務上困難であることを
意味している。特に、非上場企業においては、そのことが強調される。 
 
100 品川芳宠｢ＩＦＲＳ導入と法人税法との関係｣（商事法務）平成２２年２月２５日号、２３頁 
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イ．平成１４年商法改正 
 
平成１４年商法改正において、それまで商法典におかれていた計算関係規定（資産評価等
に関する規定）が省令（会社計算規則）に委任されることとなった。これによって、計算関
係規定のより機動的な制定・改変が可能になり、会計基準の改正等に弾力的に対応できるこ
ととなったため、証券取引法の会計との整合性が高まることとなった。このことは、会計基
準のコンバージェンスが会社計算規則に一層影響を及ぼすことを意味する。 
 
ロ．平成１７年会社法の制定と会社計算規則 
  
平成１７年会社法制定前には、会社を含む商人一般に対して改定前商法３２条２項が「商
業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニ付テハ公正ナル会計慣行ヲ斟酌スベシ」と定めていた。
そこにいう「規定」には、商法３２条１項も含まれると解されており、会計処理全般につい
て公正な会計慣行の斟酌が要求されていると考えられていた。 
会社法は、会計処理について、「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」に従うべき
ことを定める規定を設けたが（会４３１）、これは、従来の会計慣行の斟酌と同じ意義である
と解されている。また、会社法をうけた会社計算規則３条もその用語の解釈及び規定の適用
に関して、「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行をしん酌し
なければならない」としている101。 
 
ハ．中小企業の会計に関する指針 
 
企業会計基準は、元来、金融商品取引法に基づく財務諸表等の作成の基準であるが、原則
として、会社法にいう「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」にあたると解されて
いる102。このため、利害関係者の範囲が限定されており、規模も小さい中小企業の従うべき
                                                   
 
101 平成２１年には、国際的な会計基準とのコンバージェンスの必要から企業結合に関する会計
基準（持分プーリング法の廃止）等が企業会計基準委員会によって公表されたこと及び近時の関
係法令の改正等に伴い、会社法の委任に基づく会社計算規則について所要の改正が行われた。 
102 「企業会計基準のコンバージェンスと会社法・法人税法の対応」日本租税研究会 平成２２
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規範としては必ずしも適当ではなかった。このため、従来、中小企業はもっぱら税務会計の
みを念頭に置いて計算関係書類を作成してきたと指摘されている。最近では、平成１４年商
法改正に伴い、会社計算規定が法務省令（会社計算規則）へ移行した際、国会の衆参両院に
おいて、当該省令化によって会社計算規則が国際化・複雑化することを危惧して、中小企業
に対して過重な負担が生じないよう必要な措置をとる旨の付帯決議がされた。 
この付帯決議を受けて、平成１４年６月に中小企業庁が「中小企業の会計に関する研究会
報告書」を公表し、これに呼応して、平成１４年１２月に日本税理士会連合会が「中小会社
会計基準」を、平成１５年６月に日本公認会計士協会が「中小企業の会計のあり方に関する
研究報告」をそれぞれ定めた。その後、平成１７年８月、これらの報告書等を統合する形で、
日本公認会計士協会・日本税理士会連合会・日本商工会議所及び企業会計基準委員会が、「中
小企業の会計に関する指針」を作成した。これも、原則として、「一般に公正妥当と認められ
る企業会計の慣行」を構成するものといえる103。しかしながら、この中小企業の会計に関す
る指針は、最近の改正状況をみると、会社計算規則よりも一層会計基準寄りのところがみら
れる104など、それが、平成１４年の衆・参両議院の付帯決議の趣旨に沿うものであるかなど
疑念も生じており、今後の検証が必要とされている105。そのため、ＩＦＲＳ導入後の非上場
企業または、中小企業の会計のあり方が、関係団体において検証が行われている106。その検
討においては、ＩＦＲS 導入後の非上場企業に対するわが国独自の会計基準の要否と必要な
場合の会計基準のあり方と、会社法上の会社計算規定のあり方の双方が課題になるものと見
込まれる107。 
 
（３）法人税法の対応 
                                                                                                                                                          
 
年 ７頁 
103 前掲注１０１ ７頁 
104 品川芳宠｢棚卸資産の評価損（時価評価）をめぐる会計と税務との関係｣（税経通信）６３巻
９号（平成２０年）１７頁 
105 品川芳宠｢企業会計基準のコンバージェンスと法人税の論点｣企業会計６１巻４号（平成２１
年）４頁 
106 日本商工会議所は、平成２１年９月から｢非上場企業の实態に即した会計のあり方に関する
研究会｣を発足させており、平成２２年２月以降、中小企業庁および企業会計基準委員会が、同様
の研究会を設置して、当該会計のあり方が検討されることが予定されている。 
107 ＩＦＲＳと中小企業の会計については、「鼎談会 中小企業の会計のあり方～ＩＦＲＳ導入
を控えて中小企業の会計はいかにあるべきか～」弥永真生・柳澤義一・上西左大信 税経通信 （平
成２２年５月号）１７頁～３７頁等参照。 
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前述したように、上場企業の連結財務諸表にＩＦＲS が導入され、上場企業の個別財務諸
表にも影響を及ぼした後、非上場企業の財務諸表作成や、会社法の利益計算が、どのように
対処するかは大きな課題であるが、それらに何らかの影響を受けることが予想されている。 
 この場合、現行法人税法の解釈にどのような影響を及ぼすかが問題となるが、最も注目さ
れているのが、同法２２条４項にいう「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」の解
釈であろう。この基準については、同条項の制定当時から「企業会計原則」のような明示的
な会計基準とは一線を画して解釈されてきたが108、多くの裁判規範となる109など、解釈上の
地位を高めている。したがって、ＩＦＲＳ導入後の企業会計全般への影響の度合いに応じて、
「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」の解釈（内容）も変化してくることにもな
る。 
 法人税法の別段の定めによる規定は、企業利益計算と共通する部分も多いが、近年の改正
において、租税政策原理（租税原則）に照らし企業会計と処理を異にするものや、逆に、企
業会計基準の規定と調和を図るようにされたものも見受けられる110。このように、企業会計
のＩＦＲＳへのコンバージェンスによって、法人税法が今後も是々非々の対応がなされるこ
とが予想される。 
 
２．ＩＡＳＢ公開草案における収益認識と法人税法 
 
（１）収益認識の原則と法人税法 
 
収益認識ＥＤでは、収益認識のコア原則として、①財・サービスの移転により履行義務を
充足したときに収益認識する、顧実が財・サービスの支配を獲得したときに、財・サービス
は移転される（同公開草案２５）、②収益の測定は、取引価格に基づく金額による（同公開草
案３４）を示しており、公開草案の収益認識にあたっては、①の要件が原則的な収益認識時
                                                   
 
108 前掲・注３７参照 
109 最高裁平成６年９月１６日第三小法廷判決（刑集４８巻６号３５７頁）等参照。 
110 例えば、棚卸資産の評価について最終仕入原価法を法人税法上残したことは、課税の便宜性、
確实性等の租税原則に照らし、維持したものと考えられるし、後入先出法は「棚卸資産の評価に
関する会計基準」（平成２０年９月改正）の規定に対応し、平成２１年度の税制改正によって廃止
された。 
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期を表している。また、顧実が支配を獲得したことを判断する指標として、４つの項目を掲
げている。この部分については、第１章で述べたとおりである。 
一方、法人税法においては、棚卸資産の販売や固定資産の譲渡について収益計上の時期と
して、引渡基準（法基通２－１－１、２－１－４）が妥当なものと解されており、引渡しの
日の判定については、継続適用を条件として、出荷基準でも検収基準でもよいものと解され
ている（法基通２－１－２等）。 
ここで、問題となるのが、ＥＤにおける収益認識基準と法人税法上認められている収益の
認識基準である引渡基準の関係である。つまり、ＥＤが収益認識の原則としている履行義務
の充足（顧実の支配の獲得）の要件から考えるに、現在法人税法において認められている、
出荷基準、検収基準が対応するであろうかということが問題となる。 
ここで、簡単な設例をあげて検討することとする。 
（設例１） 
X 社は、製品を生産しているメーカーであり、これを得意先 Y 社に販売している。 
×１年１２月３１日において、Ｘ社はＹ社との間に製品販売契約を結び、同日にＸ社は、
製品を出荷した。この製品がＹ社に届くのは×２年１月２日である。なお、契約時におい
て、製品の法的所有権がＹ社に帰属し、製品に瑕疵等が生じても、Ｙ社は無条件に支払い
義務を負うという条件が付された。 
Ｘ社は１２月末日決算法人である。 
ＥＤで提案されている収益認識基準が会計上採用された場合、上記例題において、履行義
務の充足時点は、出荷日であると考えられる。なぜならば、収益認識ＥＤ３０項から総合的
に判断するに、出荷日において、顧実は製品の物理的所有権こそ有していないものの、契約
により既に法的所有権がＹに帰属しており、また、無条件に代金支払い義務を負っているた
め、Ｙ社が当該製品に対して支配を獲得したと考えられる。よって×１年に売上を計上する
ことが妥当であると考えられる。 
なお、現在税法において企業が出荷基準で収益を認識している場合、収益の帰属年度がず
れることはなく、会計と税法において 特段の調整は必要ない。 
（設例２） 
X 社は製品を生産しているメーカーであり、これを得意先 Y 社に販売している。 
×１年１２月３１日において、Ｘ社はＹ社との間に製品販売契約を結び、同日にＸ社は
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製品を出荷した。この製品がＹ社に届くのは×２年１月２日である。なお、契約において、
製品の法的所有権はＹ社に製品が到着し、検収が終わって移転するものとし、対価の支払
い義務は検収終了時に生じることになる。 
Ｘ社は、１２月末日決算法人である。 
設例２においては、法的所有権は検収完了時にＹ社に帰属するものとされ、物理的所有権
は製品到着時に Y 社帰属する。さらに、支払い義務は検収終了時に発生する。以上の事实を
収益認識ＥＤ３０項に照らし、総合的に判断するに、３つの全てを満たす時点が検収時であ
ることから、検収時に収益を計上することが適当と考えられる。 
設例２において、現在 X 社が仮に出荷基準によって会計上も税務上も継続的に収益を計上
している場合、新たな基準の適用により、収益計上時期は検収時とされ、×２年の売上に計
上されることとなる。この場合、企業会計上と法人税法上にずれが生じる。このずれについ
ては、企業会計上検収時に収益計上を変更し、法人税法上従来通り出荷時に収益計上する場
合に、申告調整が認められるかどうかという問題が生じる。 
以上のように、収益認識ＥＤで提案されている収益計上基準は、顧実の支配の移転を総合
的に判断することによって、会計処理することとされているため、实務において、製品の仕
入れのような反復継続的な取引に対して、同一の会計処理を行うためには、基準の解釈と企
業における詳細な会計ルールの設定が必要となる。 
法人税法においては、このようなＩＦＲＳの収益計上基準との関係を考えた場合、同法２
２条４項の｢一般に公正妥当と認められる会計処理の基準｣として認められ得るかについて検
討する必要があると考えられる。このようなＩＦＲＳの基準がわが国の会計慣行として定着
した場合には税務实務においても、対応が迫られることとなるであろう。 
 
（２）請負契約と法人税法 
  
収益認識ＥＤにおいては、製作や建設等において顧実が仕掛品の仕様を指図する能力や便
益を受ける能力を有している場合に連続的に収益を認識し、能力を有していない場合は完成
時に収益を認識することとしている（収益認識ＥＤ Ｂ６４、Ｂ６５、ＢＣ６５）。このよう
に収益認識ＥＤにおいては原則的に、工事契約に関する収益認識を定めるのみで、具体的な
取引形態において収益認識方法を規定しているわけではない。 
 法人税法においては、長期大規模工事に対しては工事進行基準を強制し（法法６４①）、そ
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れ以外の工事については、確定した決算において工事進行基準の方法により経理しているこ
と等を要件として、工事進行基準の適用を認めている。また、ソフトウェア開発について長
期大規模工事に含まれることとなった。これら以外の請負契約については、その全部が完了
したときに収益を認識することとなる。 
 このように両者は、進行基準（連続的に収益を認識する方法を含む）を適用する要件が異
なる。そのため、収益認識ＥＤが適用された場合、取引の形態、請負の金額、期間の大小に
よって収益認識基準の適用を分類する法人税法と、支配の連続的な移転を判断する収益認識
ＥＤでは収益の計上時期が異なる可能性があるため、問題が生じる。 
 次に進行基準を適用した場合の収益の計上方法であるが、収益認識ＥＤにおいては以下３
つの方法を定めている（収益認識ＥＤ３３）。 
① アウトプット法は、収益の認識を、生産若しくは引渡の単位数、契約上のマイルストー
ン、又は、これまでに移転した財若しくはサービスの量の、移転される財若しくはサービス
の総量に対する割合の調査に基づいて、行うものである。アウトプット法は、財又はサービ
スの移転の最も忠实な描写となることが多い。しかし、他の方法も、忠实な描写をより低コ
ストでもたらす場合がある。 
② インプット法は、これまでに投入した労力（例えば、費消した資源のコスト、労働時間、
機械時間）の、投入される予定の総労力に対する割合に基づき収益を認識するものである。
インプット法は、アウトプット法よりも直接的に観察可能であることが多い。しかし、イン
プット法の重大な欠点は、投入した労力と財又はサービスの移転との間に直接的な関係がな
いかもしれないことである。これは、企業の能力不足又はその他の要因により生じうる。イ
ンプット法を用いる場合には、企業は、インプットのうち顧実への財又はサービスの移転を
描写しないものの影響（例えば、契約を履行するための材料、労働力その他の資源の異常な
金額の仕損のコスト）を除外しなければならない。 
③ 時の経過に基づく方法によると、サービスが、時の経過とともに、均一に移転される場
合には、企業は、契約の予想残存期間にわたり、定額法により収益を認識することになる
（例えば、一部のライセンス）。 
この中で、インプット法は、いわゆる原価比例法と対応するものであり、従来からが国に
おいて広く採用されてきた方法である。我が国の「工事契約基準」においては、工事進行基
準の会計処理として、典型的なものとして原価比例法を掲げているが、この方法以外にも、
決算日における工事進捗度を合理的に反映できる方法があるのであれば、その使用を妨げな
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いとしている（例えば、工事の進捗が工事原価総額よりも直接作業時間とより関係が深いと
考えられる状況では、直接作業時間比率が決算日における工事進捗度の見積方法として原価
比例法よりも適切となり得る。）（同会計基準１５、５６、５７）。 
 法人税法は、工事進行基準を採用した場合の工事進行割合の計算方法として、「工事に係る
進行割合（工事原価の額のうちにその工事のために既に要した原材料費、労務費その他の経
費の額の合計額の占める割合その他の工事の進行の度合を示すものとして合理的と認められ
るものに基づいて計算した割合をいう。）」（法令１２９③）としており、これはいわゆる原価
比例法の適用を規定しているものである。 
 収益認識ＥＤの規定に従い、企業が工事進行割合の計算においてアウトプット基準に基づ
き収益を認識している場合は、法人税法が規定している計算方法によって算定された工事進
行割合とずれが生じる場合が考えられ、こういった場合に企業の会計処理と法人税法上の処
理が一致しない場合があり、この点についても法人税がどのように対応するか問題となるで
あろう。 
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第４章 企業会計基準の動向に対する法人税法の収益認識のあり方 
 
第１節 問題の所在 
 
１．現行の収益認識基準と法人税法 
 
企業会計と法人税法の両者の収益認識基準の関係を考えた場合、我が国における企業会計
上の収益認識は、伝統的に实現主義により行われてきた。そして現在、法人税法においては
同法２２条４項に定める｢一般に公正妥当と認められる会計処理の基準｣として、企業会計上
の収益認識を受け入れ、实務的には引渡基準により収益認識を行っている。 
しかし、企業会計上の实現主義の概念は、販売基準としての概念を中心とするものである
から、法人税法が取り扱う複雑かつ多岐にわたる経済的、法律的事象に基づいて発生する収
入または収益の計上時期について、このような従来の「实現」という概念をそのまま適用す
ることが妥当であるかは問題である。すなわち、实現主義の不明確性という点から、法人税
法における適用において限界を認めなければならないといえる。そのため、法人税の収益認
識については、实現主義から派生している引渡基準を基調としながらも、個々の取引に応じ
た収益計上時期を通達で定めているところである。 
また、近年の取引の複雑化により、従前にはない全く新しい取引事象が生じている現状の
会計的事实と、加えて、特殊異例な事实関係の下での収益認識基準は、これまで、企業会計
が議論してきた、实現主義（販売基準）の「实現概念」では律しきれないものがある。そし
て、このような取引の複雑化に応じるように、経営業績評価の観点から解釈を拡大してきた
「实現概念」を法人税法がそのまま容認するという事には疑問があるという意見もある。そ
の中には、税法独自の収益認識基準を構築する必要性を唱えるものもあるため、現行の法人
税法の解釈としての収益認識のあり方が問われているといえる。 
 
２．ＩＦＲＳにおける収益認識基準と法人税法 
 
ＩＦＲＳにおける収益の認識基準と法人税法の関係を考えた場合、ＩＦＲＳにおいて認め
られている会計基準が、法人税法２２条４項にいう「一般に公正妥当と認められる会計処理
の基準」として認め得るかという事が問題となる。ＩＦＲS への会計基準のコンバージェン
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スは、直接的には上場企業を対象とする金融商品取引法の問題であるが、我が国の大半を占
める中小企業を対象とする法人税法においては、ＩＦＲＳ移行後の国内基準にどのように対
応するかが重要になるため、今後の我が国の会計慣行としてＩＦＲＳが定着するか、今後の
動向に着目する必要がある。 
ＩＦＲＳは、原則主義という基準の特殊性から、基準には原則的な定めを置くのみで、細
則となる規定は設けていない。このことは、企業の基準解釈が会計処理を行う上で大きな比
重を占めること意味する。ＩＦＲＳを十分に理解し、实務に適用するために、各企業が内外
のグループ会社に対し、具体的な会計処理や財務報告の諸手続を示すとともに、それらを支
える内部統制やシステムを整備する必要がある。また、ＩＦＲＳ適用に関する社内の会計処
理方法を会計指針（マニュアル）等として具体化し、有価証券報告書等の開示書類において
その考え方や概念を開示することが求められることが提案されている111。 
以上の特性から、同族で経営を行っているケースも多い、わが国に２５０万社あるといわ
れる中小企業112のほとんどが、ＩＦＲＳを採用する企業環境にないことが窺えるが、今後、
中小企業がどのようにＩＦＲＳに対応すべきか、現在、各関係者がＩＦＲS 導入の適否につ
いて模索している状況である。 
また、コンバージェンスないしアドプションの結果として、収益認識ＥＤにおいて提案さ
れている収益の認識基準が企業会計上採用された場合、法人税法において現在認められてい
る収益の認識基準はどのように対応するか、また、別段の定めとして法人税法に規定されて
いる収益計上の特例が適切なものであるか等が問題となる。 
 
第２節 現行の収益認識基準と法人税法の対応 
 
 １．収益認識の原則 
 
企業会計の収益認識基準と法人税法の収益認識基準の問題を考えるに際して、法人税法２
２条４項の｢一般に公正妥当と認められる会計処理の基準｣をどのように解釈するかが重要で
                                                   
 
111 新日本有限責任監査法人「完全比較国際会計基準と日本基準」（雄松堂出版）平成２１年、
３３、３４頁 
112 ここで用いている｢中小企業｣とは、①上場企業、②金融商品取引法による開示規制をうける
企業のうち①以外の企業、③会社法大会社（期末資本金５億円以上、または負債総額２００億円
以上）のいずれにも当てはまらない企業を指す。 
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ある。同条項は、課税所得と企業利益のそれぞれの計算規定での共通基盤を明確にしたとい
う点で、大きな意義を持っていると考えられている。 
当該規定の趣旨は、課税所得は、本来、法人税法という一連の別個の体系のみによって構
成されるわけではなく、税法以前の概念や原理を前提として成立しているものであるとし、
画一的に取扱いがちの課税所得計算に対して、企業の適正な会計慣行を奨励し、納税者と課
税庁との紛争が避けるように努めることも重要である。そのためには、普遍的な会計原理を
認めることとし、必要最低限度の税法独自の計算原理を規定することが適当であるというも
のである。すなわち、税法、会社法、企業会計原則を含む企業会計基準等の諸規定と会計慣
行を合わせ、企業会計と法人税法を有機的に結合することによって対応することが両者にと
って望ましいと考えられる。収益の認識基準についても、企業会計においての实現主義の考
え方を根本に据え、各基準の規定では不明確となっている部分については、裁判例や裁決例、
通達の取扱いが、各基準や会計慣行の内容を充足する機能を果たしているわけであって、こ
れらを集大成することによって、法人税法上の収益の認識基準として十分な有用性を与えら
れると考えられる。 
一方で、税法会計においては、｢实現概念｣を再構築することが望ましいという意見もある。
これは、従来、法人の課税所得は、企業会計上の利益計算に依存するという点が強調され、
法人税法における｢实現主義｣は、税務会計目的から概念内容を構成する必要があるという考
え方である。この考え方の背景には、税務会計が対象とする収益計上時期は、多岐にわたり
複雑であり、これらのすべての収益認識について、企業会計に｢健全な会計慣行｣の定着を要
求することは困難であり、今後もこの点については多くを期待できないと考える立場から提
唱されるものである。また、税務会計や税法の｢实現概念｣についても、企業会計において定
着した議論も慣行もなく、税務処理の指針たりえない場合には、税法の立場からその概念を
構成することが必要であり、それが、公正妥当な会計処理基準であると考えられている。こ
の意見において、具体的にどのような基準が妥当であるかとういうことに関しては、税法の
収益の認識基準は、实現主義を統一的基準とし、具体的適用において、従前の企業会計にお
ける狭義の｢实現主義｣で、律しきれない場合には｢権利確定基準｣又は｢管理支配基準｣等の独
自の基準を設定して収益を認識すべきであると考えられる113。また、この場合の｢権利確定
                                                   
 
113 大淵博義「判例等にみる税法上の収益計上時期を巡る諸問題の検証（２）」（税経通信）平成
２２年７月、５３頁 
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主義｣というのは、旧通達や従前の古い判例が採用する｢所有権移転基準｣を内容とするもので
はなく、収益を生ずる取引において、その対価を請求する具体的な権利を取得し、また支払
う具体的な義務を負うに至った時（例えば、土地の譲渡であれば、売主の土地の引渡しとい
う行為により買主が同時履行の抗弁権を喪失したとき）という｢租税支払能力配慮の原則｣を
前提とした｢権利確定主義｣であり、したがって、このような権利確定主義は、税法会計上の
広義の实現主義の基準として理解することが妥当であると考える114という意見がある。 
しかし、企業会計と税法会計は両者の目的が大きく違わないならば、企業会計、法人税法
が互いの計算理論に固執することは、企業のコストを増大させるだけであり、賢明であると
は言えない。これは、租税政策の根幹をなす租税原則の観点から考えるに、企業会計と税法
会計の対応を図ることは、便宜性の観点から望ましいと考えられる。便宜性の原則とは、租
税は、その課税方法、支払い時期等においてできるだけ便宜でなければならないとする原則
である115が、これは納税者の便宜に限る問題ではなく、ひいては課税庁の便宜にも通じる問
題である。このように両者の納税・徴税コストを抑えるという観点に加えて、企業の理解を
容易にし、納税の負担を軽減するためにも、租税制度の簡素化が重視される観点からしても、
現行の法人税法の対応は望ましいものであると考える。 
 
 ２．収益認識の特則（工事の請負に係る収益） 
 
また、工事契約については、平成２０年度税制改正において、工事の請負にかかる収益及
び費用の帰属事業年度の特例の見直しが行われている。具体的には、工事進行基準が強制さ
れる長期大規模工事において、長期大規模工事に該当する要件について、工事の期間要件を
２年以上から１年以上へ変更し、また、請負金額要件も５０億円以上から１０億円以上に見
直した。また、ソフトウェアに対しても、工事の請負の範囲に含める等の変更がなされた。
この変更により、会計基準の変更に対し、法人税法が歩調を合わせる形となっている。 
近年の税制改正は、法人税法固有の取り扱いをするものとして整備して、改正が進められ
る規定116がある一方、企業会計との調和を図るために改正されるものもある117。平成２０年
                                                   
 
114 金子宏「所得概念の研究」（有斐閣）平成７年、２９７頁 
115 品川・前掲注２６，５８頁 
116 企業会計と法人税法の取り扱いの乖離が図られたといえる法人税法の改正については、平成
１０年度税制改正における、各種引当金の廃止、平成１３年度税制改正における、組織再編税制
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度の請負工事に関する税制改正は、後者の要請が強く働いた改正であったといえる。 
 
第３節：ＩＡＳＢ公開草案と法人税法の対応 
 
１．ＩＦＲＳ導入と法人税法の対応 
 
ＩＦＲＳ導入と法人税法をめぐる問題は、収益の認識基準にとどまらず、さまざまな部分
で生じている。平成２１年に金融庁の企業会計審議会が公表した｢我が国における国際会計基
準の取扱いに関する意見書（中間報告）｣においては、ＩＦＲＳによる財務報告について、適
切な体制を整えている上場企業の連結財務諸表について先行していく考えを示している。こ
のため、個別財務諸表に先行して連結財務諸表にＩＦＲＳを適用していく｢連結先行｣の考え
方が示された。これは、会計基準をひとつに統合してゆく｢シングルスタンダード｣を志向し
た表れであるといえる。また、ＩＦＲＳの適用にあたっては、連結財務諸表に対してはＩＦ
ＲＳを適用し、個別財務諸表については国内独自の会計基準を用いるという｢連単分離｣の考
え方も一方で存在する。この連単分離論を採用すると、従来の会計基準に変更を加えなくて
済み、また、会社法の要求する会社計算書類の作成及び法人税法に基づく課税所得算定が国
際会計基準に影響をうけなくなるというメリットが存在すると考えられている。しかし、そ
れによると、国内に２つの会計基準が存在する、いわゆる｢ダブルスタンダード｣になること
によって会計情報の比較可能性が損なわれることや、連結財務諸表と個別財務諸表を別個の
基準によって作成するコストが発生することとなるなどの批判がある118。 
我が国の企業会計と法人税法の関係は、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」（法
法２２④）と、確定決算（会社法上の計算規定）上の利益計算との有機的結合（具体的には、
損金経理要件等）を図っている確定決算基準119の在り方に関わることとなる120。また、この
                                                                                                                                                          
 
の整備、平成１４年度税制改正における、退職給与引当金の廃止、平成１９年度税制改正におけ
る、２５０％償却の定率法の導入等がある。 
117 企業会計と法人税法の取り扱いにおいて、調和が図られたといえる法人税法の改正につては、
平成１２年度税制改正による、売買目的有価証券の期末評価制度、平成１９年度税制改正におけ
る、所有権移転外ファイナンスリース取引についての売買取引に準じた取り扱い、平成２１年度
税制改正における棚卸資産の評価における後入先出法の除外等がある。 
118 前掲注１０１，６頁 
119 確定決算基準を中心にＩＦＲＳと法人税法の関係を表した文献としては、品川・注９９参照。 
120 品川芳宠「法人税制とＩＦＲＳ」経済Ｔｒｅｎｄ（平成２１年１１月号）２４、２５頁 
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ような企業会計との関係規定の是非は、租税政策論の根幹をなす十分の原則、税負担の公平、
中立性の確保等の租税原則に依拠することとなる。したがって、前述してきたＩＦＲＳの導
入は、会社法の対応も問題であり、法人税法上も即、「一般に公正妥当と認められる会計処理
の基準」として解釈基準になるわけではないし、確定決算基準の是非に結び付くわけではな
い。そうであるからといって、企業会計に対する税法の独自性をことさら強調して、ＩＦＲ
Ｓの導入によって法人税制が影響を受けるものでないと考えることも、租税政策上賢明な判
断とはいえないであろう。 
しかし、いまだにＩＦＲＳ導入後の国内基準の方向も定かではなく、会社法上の会社計算
規定の方向も定かとは言い難い。そのため、法人税法の対象が国内基準によって規制される
非上場企業がほとんどである事を考慮すると、ＩＦＲS 導入に対して、法人税法が慎重にな
らざるを得ないことになる。 
このような現状においては、ＩＦＲＳ導入後の国内の会計基準のあり方を検討し、それと
の関係において会社法の計算規定を整備し、それらに対応した法人税法の調和を図るという
新たなトライアングル体制の確立が望まれる。 
 
２．収益認識ＥＤと法人税法の対応 
 
ＩＡＳＢが公表した収益認識ＥＤの規定がわが国の企業会計基準に採用された場合、法人
税法２２条４項にいう｢一般に公正妥当と認められる会計処理の基準｣の解釈が問題となる。
収益認識ＥＤにおいては、履行義務の充足時点を収益認識のタイミングとしており、それは
また、顧実の支配の獲得時点であるとしている。第３章で示したような単純な設例では、収
益認識ＥＤ３０項に当てはめて、顧実の財に対する支配の獲得時点を判定することができた
が、収益認識ＥＤは「顧実が財又はサービスを支配しているかどうかを評価するにあたり、
企業は、契約と同時若しくはほぼ同時に締結されたか、又は契約を前提に締結された、関連
する契約（例えば、買戻契約）を考慮しなければならない。」（収益認識ＥＤ３０）と規定し
ているため、企業は各商取引の实態に応じて収益の認識を行うことが求められる121。实務に
おいては、取引内容が複雑である場合が多く、外形上は同種の取引であっても、取引内容に
                                                   
 
121 樋口哲朗・野間敬和・松尾和廣・東博士・遠藤元基「設例で学ぶ IFRS 収益認識基準公開草案
～販売契約書見直しの法律・会計・税務のポイント～最終回」（週刊経営財務）平成２２年１２月
２０日号 
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よっては、財に対して保険が掛けられているケースや、製品保証が付されているケースなど、
どの時点で顧実が支配獲得し、収益を計上するか、専門的な判断が要求される場合があると
考えられる。 
そのような判断が要求される収益認識基準は、法人税法上の「公正妥当と認められる会計
処理の基準」と解釈し得るか疑問である。現在、法人税法では、引渡基準による収益認識を
広く認めており、引渡しの時期については、出荷基準と検収基準が認められている（法基通
２－１－２）。収益認識ＥＤにおいては、顧実の支配の獲得が収益を認識する時期であると規
定されているため、出荷基準による収益認識を否定する向きがある。しかし、わが国におい
ては、交通機関や運送業等のインフラが高度に発達しており、商品を出荷した１～２日後に
は確实に商品が顧実に到着する。そのような発達した商慣行の中で、従来、企業会計や法人
税法が採用してきた出荷基準を中心とした引渡基準は、わが国の商慣行に適合した収益認識
基準であると考えられる。そのため、収益認識ＥＤにおける収益認識基準は、税法会計のみ
ならず一般の企業会計においてもなかなか受け容れ難いものと考えられる。また、契約の内
容を精査し、履行義務の充足時点を考慮するという煩雑で我が国の商慣行に馴染まない収益
認識ＥＤは、租税原則の便宜性の原則等に照らしても、法人税の収益認識をそれによること
は妥当であるとはいえない。 
 
３．請負工事に関する収益認識基準と法人税法の対応 
  
第３章で述べたように、収益認識ＥＤの請負工事に関する収益認識と法人税法の工事進行
基準の適用にあたっては、その要件が異なる。収益認識ＥＤにおいては、製作や建設等にお
いて顧実が仕掛品の仕様を指図する能力や便益を受ける能力を有している場合に連続的に収
益を認識し、能力を有してない場合は完成時に収益を認識することとしている（収益認識Ｅ
Ｄ Ｂ６４、Ｂ６５、ＢＣ６５）。一方、法人税法においては、法人税法６４条１項において
長期大規模工事に該当する請負工事については、工事進行基準の強制を規定している。 
それでは、顧実への支配が連続的に移転しないケース（つまり収益認識ＥＤにおいて、進
行基準による収益認識ができないケース）に該当し、工事完成基準が適用されている状況に
おいて、当該工事が法人税法に定める長期大規模工事（法法６４、法令１２９①、②）に該
当した場合、当該請負工事について両者の処理方法が異なるため、確定決算において、企業
による収益認識ＥＤの処理方法に従った会計処理が、法人税法において、申告調整し、工事
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進行基準に変更することが認められるか問題となる。 
思うに、法人税法６４条は平成２０年度税制改正において、工事契約基準に歩調を合わせ、
法人税法上も受注制作のソフトウェアが工事進行基準の対象に追加される等の改正がなされ
た。この改正は、企業会計と法人税法の差異を縮めるという事で租税原則の便宜性の原則に
照らしても意味のある改正だったと考える。 
このように、請負契約については、企業会計で採用されている会計処理が、租税政策上の
原則（特に十分の原則）の観点からみて問題がない場合、会計基準の変更を、税制上受け入
れるべきであると考える。収益認識ＥＤによる会計処理が企業会計において導入された場合、
法人税法上の収益認識の特則規定である、長期大規模工事の規定については、企業会計と歩
調を合わせ、改正されることが望ましいと考える。 
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むすびに 
  
法人税は、我が国の税収のなかで、所得税、消費税と並び重要な位置を占めている。下図は、
昭和５５年から平成２２年度までの我が国の主要税目の税収の推移を示したものである。 
図２．≪我が国における主要税目の税収（一般会計）の推移122≫ 
 
法人税は、近年の経済状況の悪化等から、税収が減尐し、その地位は相対的に低下してきて
いるといわれるが、依然として我が国の主要税目であることには変わりない。租税は、その
最も重要な役割が国家経費支弁を目的とする手段であるから、租税政策論は、この目的を中
心として運営されなくてはならない123といわれる。そうであれば、企業会計と法人税法との
関係を考える際にも、税法の独自の理論である租税原則を基盤にして、企業会計との調整を
図るべきだと考える。 
我が国は租税原則として公平・中立・簡素を掲げているが、その原則自体がシンボル化し
て中身が伴わない等の意見もある。とくに簡素化の点については、平成１４年度税制改正に
より導入された、連結納税制度等により、法人税法の条文解釈が一層複雑になっていると指
                                                   
 
122 財務省ホームページ参照。なお、２１年度以前は決算額、２２年度は予算額である。 
123 井藤半彌「新版 租税原則学説の構造と生成」（千倉書房）昭和４５年、２５６頁 
所得税 
消費税 
法人税 
物品税等 
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摘される。 
今回のＩＦＲＳ導入は、我が国の企業会計と法人税法の関係を考えるなかで、大きなター
ニングポイントとなる。今一度、租税原則に照らし、会計基準の変更を税制上も受け入れる
べきか否か、慎重に検討する必要があるだろう。 
このようなＩＦＲＳ導入と法人税法の大局的な問題認識の下、本稿においては現行の企業
会計における収益認識と法人税法がどのように対応しているか論じ、さらに、ＩＡＳＢにお
いて公表されている収益認識ＥＤにおいて提案されている収益認識基準に対して、法人税法
がこれからどのように対応すべきか論じた。 
従来の収益認識基準や近年の企業会計基準委員会が公表した収益認識に関する基準は、法
人税法と対応するものが多く、収益認識の原則については、法人税法２２条４項の「一般に
公正妥当と認められる会計処理の基準」として、企業会計上の实現主義を具現したものであ
る販売基準、さらには販売基準と同義ともいわれる法人税基本通達が標榜している引渡基準
によって対応してきたといえる。工事契約についても、平成２０年度税制改正において、長
期大規模工事の範囲の拡大を認め、またソフトウェアについても工事の範囲に加え、企業会
計と歩調を合わせてきた。 
一方、収益認識ＥＤで提案されている収益の認識基準は、契約の内容を深く検討する必要
があり、履行義務の充足時点を見極める必要があると考えられる。また、従来、我が国にお
いて広く用いられてきた出荷基準による収益認識基準が契約内容によっては認められなくな
るケースも発生すると考えられ、企業がＩＦＲＳを導入するに当たっては、慎重に対応する
ことが検討する必要がある。 
法人税法は、我が国の広範な企業を対象としているため、収益認識ＥＤにおいて規定され
ている収益認識基準が、一般に公正妥当な会計処理の基準に当たらないとするのであれば、
特段の対応をする必要がないのではないかと考える。ただ、将来的にＩＦＲＳを我が国の企
業が受け入れ、新たな会計慣行として定着することは十分に考えられる。そのような場合は、
新たな会計処理の基準として、法人税法がＩＦＲＳを受け入れ、収益認識基準について、内
容の不足する部分や法人税法上収益認定がふさわしくないケースにおいては、我が国が培っ
てきた裁判例や通達、会計慣行によって充足し、今後も両者の関係について是々非々の対応
を図っていくことが望まれる。 
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